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 午前 ９時５９分 開  議 

 

○海老名 悟議長 おはようございます。 

  ただいまの出席議員24名であります。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

  本日の会議は議事日程第２号により進めます。 

 

 

 

日程第１ 代表質問 

 

○海老名 悟議長 日程第１、代表質問を行います。 

  順次発言を許可します。 

  一新会、13番島軒純一議員。 

  〔１３番島軒純一議員登壇〕（拍手） 

○１３番（島軒純一議員） おはようございます。 

一新会代表の島軒純一でございます。 

  本日から３月議会代表質問、そして一般質問と

なっていくわけでありますけれども、どうぞよろ

しくお願いをしたいと思います。 

  質問に入る前でありますけれども、この３月を

もって御退職なさいます神田会計管理者、そして

病院事務局長の加藤さん、そして３月で御勇退な

されます代表監査委員の大澤さんにおかれまし

ては、本当に長い間、そして御苦労の多い役職を

こなしていただきました。心から敬意を表し、御

礼申し上げます。ありがとうございました。 

  特に、神田さんについては思い出がありまして、

市議会議員にならせていだたいた最初のころで

す。当時、神田さんは財政課長ですか、ばりばり

です。私ぐらいわかるやついないだろうという雰

囲気を持って、私が財政にかかわる質問をしよう

と思いまして通告をさせていただいて、聞き取り

に来られました。もう構えから違いますから。「ふ

ん」という感じ、決して出さないようにしておら

れたようですけれども、「君に何かわかるのかね」

みたいな。決して言いませんよ。言いませんが、

「そんなに財政簡単じゃないんですよ」というよ

うな雰囲気がありありと伝わってきたことを覚

えております。私はそのときに、やはり私たち議

員というのは、思慮が浅い、勉強が少ない・なさ

れていない、その部分の積み上げが足りないこと

による思いの至らなさとか、いろいろなことが足

りないとやはり職員の方からの信頼も得られな

い。ましてや、市民の方からの信頼などは得られ

ようもないということを強く思った瞬間でもあ

りました。ですから、親しみとそれから敬意を表

して今話をさせていただいているわけでござい

ますが、そういうことがあって、やはり我々は一

生懸命努力をしていくべきだと強く思いました。

改めて感謝を申し上げますし、今後ともどこかで

お会いしたら、「やっているかね」と軽く声をか

けていただければなというふうに思います。 

  そんな思いも込めて、質問に入らせていただき

ます。 

  このたびの代表質問の大きなテーマは、「人口

減少社会における持続可能な米沢市のために」で

あります。 

  今さら申し上げるまでもなく、少子高齢化を伴

った人口減少は、まちの活力をなくします。そし

て、その活力の低下はさらなる人口減少を招くと

いう悪循環に陥ります。それによって税収の減少

などを招き、社会基盤整備の維持管理コストや社

会保障費の増加等による財政の悪化など、継続し

た市民サービスの提供すらできなくなるのでは

ないかとの懸念があります。しかし、一見すると、

財政健全化計画も前倒しで進んでいる状況であ

りますし、財政調整基金等の積立金は順調に伸び

ているように見えます。実質公債費比率を見ても

低い状態であります。 

  しかし、今後病院や市役所等の建てかえを実現

していくことを考えると、まさに嵐の前の静けさ

とも言うべき状態と言わざるを得ません。経常収

支比率も依然高い状態が続くことが予想されて

いる中で、今後、子育て支援関連、健康福祉関連、

人口定住関連等の施策に力を入れながら、さらな
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る地域の活力を生み出し、人口減少に歯どめをか

けていかなくてはなりません。 

  しかし、現状を冷静に判断することも大切なこ

とであり、なかなか進まない少子化対策や各種の

移住政策などを考えたとき、人口減少していくこ

とを見越した、いわば守りのまちづくりを早急に

推し進めなければならないことも残念ながら現

実であります。 

  以下、そのような観点で質問をさせていただき

ますので、市民の方にわかりやすい答弁をお願い

をしたいと思います。 

  初めに、「広域連携行政で果たすべき役割の認

識について」であります。 

  人口減少下における行財政運営において、より

有効と思われるのが広域での取り組みと言えま

す。現在、置賜広域行政事務組合による各種の共

同運営がなされていますが、現状と将来を考えた

とき、これまで以上の取り組みが必要と思われま

す。例えば米沢牛を初め各種農産品など、豊かな

自然と伝統文化に育まれた食の魅力と豊かな自

然環境を置賜地区挙げて広く発信していくこと

は、大きな力になっていくものと思っています。

人口減少やそれに伴う生産人口の減少の中で産

地を守っていくためには、それぞれの自治体の積

極的な後継者確保等の取り組みはもとより、置賜

全体で数の力をもって市場の占有率を上げてい

かなければなりません。 

  そこで、広域性のメリットをより増大させるた

めに、今後どのような施策を近隣市町と取り組ん

でいかれるのかについてお聞きをしたいと思い

ます。 

  次に、「人口をふやすための具体策は」につい

てであります。 

  人口減少対策は、まちの存亡をかけた戦いと位

置づけなければならないほど重要な課題と言え

ます。市長も人口増加策は最重要課題と位置づけ

ていると認識しています。 

  では、その具体策について説明を願いたいと思

います。 

  次に、「まちづくりのグランドデザインについ

て」であります。 

  まちづくりのグランドデザインを市民に明確

に示し、それに沿った居住地の選択などをしても

らうことは非常に大切なことだと思っています。

特に、人口減少下のまちづくりの方向性として、

コンパクトシティの必要性が言われています。施

設のあり方も、維持管理が持続的にできる規模や

数でなければなりません。 

  そのような中、先般公共施設等総合管理計画が

示されました。今後の施設整備について、基本的

な考え方についてお尋ねをしたいと思います。 

  次に、「産業振興について」であります。 

  産業振興の必要性は今さら申し上げるまでもあ

りません。働く場所がない、また自分の能力に合

った会社で働きたいなどの希望が満たされない

ことによる社会動態による人口減少の要因にな

るばかりでなく、子供を産み育てたい、または育

てられると思ってもらえないことの要因にもな

っていると考えられ、人口減少に歯どめをかけ、

活力ある米沢市をつくっていくためにも、産業振

興は最重要施策課題と言えます。 

  そこで、各産業について、重点的に取り組もう

としていることについて御説明をいただきたい

と思います。 

  次に、「市民の安全・安心の確保について」で

あります。 

  市民の安全・安心の確保は、行政の最も基本的

な役割だと思います。自然災害、特に近年多発す

る地球温暖化などを原因とする異常気象等への

対応から、農作物を守るばかりでなく、近年特に

里山を越えて人の生活域に入り込んでくる有害

鳥獣から人命を守ること、また痛ましい交通事故

から市民を守ること、また近年特に多様化する人

命にかかわる各種犯罪への対応や卑劣な特殊詐

欺による金銭絡みの犯罪など、市民の安全・安心

を守ることは行政の施策の中でも重要であるこ
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とは申し上げるまでもありません。もちろん市だ

けの施策で対応し得るものではないことも事実

でありますが、市として、市民の安全・安心を守

る心意気についてお聞きをいたします。 

  次に、「安心できる医療環境の整備について」

であります。 

  市立病院の老朽化に伴う病院の建てかえ問題は、

前市長時代からの大きな課題の一つでありまし

た。当初の案では単独での建てかえをすることを

前提に検討されていましたが、中川市長にかわら

れてその方向性の修正がなされ、今は民間病院と

の医療連携の方向で検討がなされています。将来

の人口減少による財政縮小が予測される中、より

高度な医療、そして夜間を含めた救急医療の確保

を何としても図っていかなければなりません。 

  市医療連携のあり方検討委員会では年内をめど

に結論を出すとのことですが、市として、市民を

守る地域医療のあり方についてお答えをいただ

きたいと思います。また、地域包括ケアシステム

の考え方についても御説明をいただきたいと思

います。 

  次に、「健康長寿日本一への取り組みについて」

であります。 

  平均寿命の考え方から健康寿命重視の考え方へ

変換を図り、生産年齢人口の減少を防ぎ、医療費

の抑制・減少につなげていくことは、これからの

社会保障の増大を防ぐためにも非常に重要な考

え方だと思います。市長はこの考え方の重要性を

強く認識され、「健康長寿日本一」を目指すこと

を声高らかに宣言されました。 

  そこで、具体的な取り組み方についてお聞きを

いたしたいと思います。 

  次に、「子育て環境の充実について」でありま

す。 

  安心して子供を産み育てることができる環境整

備は、行政課題の中でも最重要と言っても過言で

はない状況と言えます。しかし、多様化した結婚

観や経済状況や社会情勢等に左右されることが

多いなど、この対策は広範囲で多様な施策を駆使

しなければ到底改善できない、難問中の難問と言

えるかもしれない課題だと言えます。そのような

状況の中、本市では子育て環境の改善のためにど

のような事業に取り組んでおられるかについて

お聞きをいたします。 

  最後に、「市民に信頼される行政体であるため

に」であります。 

  人口減少下の行政運営においては、財政悪化を

招かないために、各種利用料の値上げや事業縮小

によりサービスの低下を招きやすくなりがちで

す。いかに必要な分野を維持しながら効率的な運

営をしていくかが今後の目標となると思います。

その場合、市民と行政体の信頼関係を強いものに

していくことが何としても必要です。たとえ一生

懸命知恵を絞りサービスを保ちながら、不必要と

思われる分野の合理化を進めようとしても、そこ

には、なくしたり縮小するだけで市民の不安を招

き、事業が進まないなどとなることも考えられる

からであります。今後は、行政は大きな信頼関係

のもとで説明責任を果たし、市民の理解をいただ

きながら仕事を進めていかなければなりません。 

  そこで、市民に信頼されるためにはどうあるべ

きかについてお答えをいただきたいと思います。 

  以上で、壇上からの質問とさせていただきます。 

○海老名 悟議長 中川市長。 

  〔中川 勝市長登壇〕 

○中川 勝市長 おはようございます。 

  島軒議員の代表質問にお答えをいたします。 

  初めに、広域連携についての御質問がございま

した。 

  国・県はもとより、周辺自治体、特に置賜の各

市町との連携は今後ますます重要になってくる

ものと認識をしております。 

  現在の置賜地域での連携につきましては、３市

５町で構成する置賜広域行政事務組合において、

広域におけるごみ処理や消防などの事務を共同

で行っており、また本市が事務局として、国等へ
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の要望活動や道路整備促進大会を主催している

置賜総合開発協議会なども通じ、各首長とコミュ

ニケーションを図り、良好な関係を築いているも

のと感じているところであります。 

  新年度には東北中央自動車道の米沢－福島間が

開通し、さらに山形県の入り口としての本市の役

割は重要になってくることから、市政運営方針の

中でも申し上げたとおり、米沢だけでなく、置賜

の情報発信拠点となる（仮称）道の駅よねざわを

置賜各市町と連携し整備を進めてまいります。ま

た、置賜全体で生産されている米沢牛の地理的表

示保護制度（ＧＩ）が登録される見込みであり、

今後はさらに３市５町が一丸となって米沢牛の

発展に取り組んでいく予定でもあります。 

  しかしながら、本市を含む地方の自治体は、人

口減少が進み、さらに少子高齢化が進んでくる状

況にあります。国が推し進める地方創生により、

本市においても米沢版の総合戦略を策定し進め

ているところでありますが、多種多様な価値観を

持つ人がふえ、行政の役割が高まってきている現

代において、一市町村だけで全ての行政サービス

を行うことについては厳しい現状があるとも認

識をしているところであります。 

  このように地方行政が厳しい状況にある中、国

が推奨する構想に「定住自立圏」がございます。

地方において、その地域の中心となる自治体をベ

ースに圏域を形成するもので、中心市と隣接市町

村が相互に役割を分担し、連携・協力することに

より、圏域全体として必要な生活機能等を確保し、

地方圏における定住の受け皿を形成するという

構想になります。 

  定住自立圏を形成するには、５万人以上の人口

を擁する市が中心市宣言を行い、また周辺市町村

と必要な事務・事業について協定を締結、さらに

将来像や具体的取り組みを掲載した共生ビジョ

ンを作成して国に届ける必要があります。 

  さらに、この構想においては、医療・福祉など

の「生活機能の強化」、地域公共交通などの「ネ

ットワークの強化」、人材育成・職員交流などの

「圏域マネジメント能力の強化」と、それぞれの

３つの視点ごとに具体的な取り組みを行うこと

が求められます。また、財政的にも特別交付税に

よる包括的財政措置が行われることにより、各自

治体にとってもメリットのある制度になります。 

  地方創生が叫ばれ、全国の地方における人口減

少が進み地域経済が厳しい現状にある今こそ、地

方における各自治体が一丸となり、連携してこの

現状に立ち向かっていく必要があります。そのた

めにも、本市が３市５町の中心としてリーダーシ

ップを発揮し、積極的に連携に取り組んでいかな

ければならないと考えております。 

  今後、定住自立圏について、首長による意見交

換、また担当職員による勉強会を行い、議論を深

め、置賜地域における可能性を検討し、一定の方

向性をまとめてまいりたいと、このように考えて

おります。 

  次に、人口をふやすための具体策についてでご

ざいますが、人口減少については、これまでも議

会で申し上げているとおり、首都圏への人口の流

出が進み全国的に地方の人口が減少する中、非常

に厳しい課題であると考えております。先ほども

申し上げましたとおり、国で進める地方創生の内

容に沿って本市でも総合戦略を策定し、ＫＰＩ、

目標値でありますけれども、を据えて、雇用、子

育て、そして交流人口の拡大など、さまざま関連

する施策を進めております。新年度においては、

市政運営方針でも申し上げましたとおり、山形大

学工学部等と共同で進める有機材料システム事

業化開発センター事業、第３子以降の保育料等の

無償化、そして道の駅整備など、さまざまな事業

を実施していきます。 

  もちろん先ほど申し上げました置賜３市５町に

よる広域連携についても積極的に取り組みなが

ら、今後も、持続可能なまちづくりを目指して、

本市の行政運営を進めてまいりたいと考えてお

ります。 
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  次に、本市では、人口減少及び少子高齢化が進

む中、持続可能なまちづくりを目指すため、公共

施設に加えて、買い物や医療・福祉等の生活サー

ビス機能の集積を中心市街地に促すことで密度

の濃い核を形成するとともに、農産物や林産物の

供給など多面的な機能を持つ周辺地域と、中心市

街地との相互連携を図る公共交通等のネットワ

ーク形成を促進するため、コンパクトなまちづく

りを目指してまいります。 

  コンパクトなまちづくりを推進するためには地

域特性に応じた都市機能の配置が必要であり、公

共施設についても、そのあり方を含めて検討する

ことになります。 

  現在策定中の公共施設等総合管理計画では、市

が保有する多くの公共施設が更新時期を迎えて

くる中、今後も進む人口減少や少子高齢化、さら

に厳しい財政状況に対応していくため、３つの基

本原則を定めています。 

  その一つに、公共施設等の保有総量の適正化と

して、延べ床面積の保有総量を今後の20年間で

20％削減するという目標を掲げています。そのほ

か、維持管理・運営効率の向上によって経費の縮

減を図ること及び安全・安心で快適な利用環境の

確保として予防保全型の維持管理に努めること

等を定めています。 

  公共施設等の保有総量の適正化の具体的な方策

としては、公共施設の更新時期に合わせて近隣の

施設との複合化や統合などを検討するほか、地域

性を考慮しながら施設に必要な機能や規模を見

直していくことで、公共施設が持つ機能を市全体

として保持しながら施設規模を縮小していく取

り組みを考えており、計画では、可能な限り個別

の施設の具体的な方針まで定めています。 

  これら基本原則が、計画で終わらず実効性を保

って推進していくため、本計画では推進体制を明

確にし、各種施設に関する個別計画を策定する場

合や更新等を実施していく場合、会議を開催し、

組織横断的に進めていくことで、複合化や統廃合

などを円滑に進めていくほか、施設ごとの方針に

基づいた進捗状況の確認も行っていくことで、全

庁が足並みをそろえて取り組みを持続させてい

きたいと考えております。 

  公共施設等総合管理計画の策定を契機に、公共

施設の集約化等を図ることでコンパクトなまち

づくりを進め、持続可能な行政経営に努めてまい

りたいと考えております。 

  次に、健康長寿日本一の取り組みについてお答

えいたします。 

  高齢化社会が進む中で、単に長寿であるだけで

なく、高齢者が健康で生き生きと暮らせること、

「健康長寿」は非常に重要であると考えておりま

す。これまで健康づくりについては主に健康課、

加えて高齢者の健康づくり・介護予防については

高齢福祉課が中心となって推進してまいりまし

た。 

  しかし、市民全体の健康づくりのためには、子

供のころから正しい食生活や生活習慣を身につ

けること、現役世代はワークライフバランスのと

れた働き方や、健診を受けることで自分の健康に

関心を持ち生活習慣病の発症を予防すること、高

齢期でも生きがいを持ってスポーツや文化活動

に取り組むことなど、さまざまな取り組みが必要

であります。 

  そのため、平成29年度は推進本部等を設置して

全庁的に取り組んでまいります。また、行政だけ

でなく地域や家庭、医療機関、企業、地元大学、

各種団体と相互に連携・協力して事業を実施する

ための社会環境や生活環境を、ソフト・ハード両

面から整備する体制づくりを行いたいと考えて

おります。 

  また、健康づくりは、市民一人一人に「自分の

健康は自分で守る」という意識がなければなりま

せん。そこで、「健康長寿日本一」スタートのイ

ベントを開催し、市民全体の健康づくりの機運を

醸成してまいります。 

  市民が健康で生活できることは、結果として医
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療給付費や介護給付費の増加抑制につながり、持

続可能な米沢市のために大いに寄与するものと

考えております。市民皆様の御理解と議員各位の

御協力もお願いを申し上げる次第であります。 

  次に、市民に信頼される行政体であるためにの

御質問にお答えをいたします。 

  職員は米沢市を発展させるために大切な職務を

任せられており、米沢市をよりよいまちにしたい、

その状態を持続させたいという思いを常に持ち

ながら仕事に取り組んでおります。 

  組織としては、人事管理全般を通して、職員が

地域課題を分析し、主体的に行政課題に取り組む

ための能力向上の支援を継続することはもちろ

んですが、これに加えて、市民とともに市の発展

に貢献したいという勤務意欲の涵養に努めるこ

とが重要であります。 

  能力向上の支援や勤務意欲の涵養を行うことで、

人口減少社会においても、行政課題に適切に対応

できる、やる気を持って生き生きと働くことがで

きる、そういった職員を育成していくことで、米

沢市は市民に信頼される行政体であり続けるこ

とができると考えております。 

  あわせて、最近、説明のおくれから市民の皆様

に不安を与えた事案や、事務処理の単純ミスが市

民の生命を脅かしかねないような事案がありま

した。行政の透明性の確保という観点から、必要

な情報は適時適切に提供することにより、市民に

開かれた行政運営を実現できると考えておりま

す。 

  また、地方自治の本旨は住民福祉の向上にあり、

いかにして市民が安心してこのまちで暮らして

いくことができるかを職員は念頭に置き職務を

遂行していかなければなりません。市民の生命、

財産を脅かすような事案の発生やそのおそれが

あったときは、その情報を速やかに職員に周知を

図り、どうすればこれを防ぐことができたのかを

職員一人一人が考える機会といたしてまいりま

す。その上で、このような事案を他山の石として、

みずからの業務を振り返り、なれた業務であって

も気を引き締め確実に事務処理を行っていくこ

とで、市民に信頼される行政運営を実現をしてい

きたいと、このように考えております。 

  私からは以上であります。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

  〔山口昇一産業部長登壇〕 

○山口昇一産業部長 私からは、産業振興の御質問

について、まず初めに商工業の振興についてお答

えをいたします。 

  米沢を活力あるまちにしていくためには、産業

振興が極めて重要だと考えております。 

  本市は、200年以上の伝統がある米沢織物の産地

であるほか、世界最先端の情報機器の生産が行わ

れるなど、幅広い産業構造の中で、伝統の技を受

け継ぎ、高い品質の製品づくりを行うとともに、

常に先進の技術に取り組み、新たなものづくりに

チャレンジをする風土があります。 

  このような環境の中で発展したものづくり企業

の集積や企業誘致などにより、県内では第１位、

東北地方においても上位５位前後の製造品出荷

額等を誇る東北有数のものづくりのまちとなっ

ております。 

  また、山形大学工学部、米沢栄養大学等を中心

とした産学連携や、異業種交流を含めた企業クラ

スターによる産・学・官・金の活発な交流の場が

あります。こうした本市の特徴を生かしながら、

さらに付加価値の高いものづくりを行い、新たな

産業の創出や販路の拡大をしていくことで本市

の産業を活性化していきたいと考えております。 

  そのためには、米沢ブランド戦略事業により「米

沢ブランド」の展開を図り、産業面全体にわたる

「オール米沢」の取り組みを官民一体となって展

開してまいりたいと考えております。 

  また、人口減少を抑制し地域経済を活性化する

とともに、産業の振興を図る上で、雇用の確保は

欠かすことのできない課題であります。 

  若者の転出を抑制し、さらに市外からの転入者
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を増加させるため、若者の地元就職と定着の促進

及び育成並びにＵＩＪターン求職者の支援や創

業の支援に取り組んでまいります。 

  加えて、新年度に東北中央自動車道の福島大笹

生インターチェンジから米沢北インターチェン

ジ間が開通することにより、人・物・金の流れが

大きく変化するものと思われます。この絶好の機

会を生かし積極的に企業誘致に取り組むほか、地

元企業に対しても新しい取引先の開拓や新しい

仕事を生み出し、より付加価値の高いものづくり

によって事業が拡大していけるように、市民や関

係機関の御協力をいただきながら、ものづくり産

業の一層の振興を図ってまいります。 

  次に、農林業につきましては、高齢化や離農に

よる農業従事者の減少が進み担い手が不足して

いるとともに、耕作放棄地の拡大、米価の低迷、

生産資材等の高騰などの影響、中山間地域におけ

る鳥獣による農作物被害など、全般にわたって依

然として厳しい状況が続いております。 

  本市では平成27年の10月、本市の地域特性を生

かした農林水産業の振興を図る指針となる「米沢

市農業振興計画」を策定するとともに、計画の運

用と適正な進行管理を図るためのアクションプ

ランを定めて具体的な施策を推進しており、計画

の具現化を目指しているところであります。 

  具体的な取り組みとしては、地域における人と

農地の問題を解決していくため、「人・農地プラ

ン」の制度を活用し、今後の地域農業のあり方や

農地中間管理機構による担い手への集積と、農

業・農村の持つ多面的な機能を維持するため、引

き続き「多面的機能支払」「環境保全型農業直接

支払」「中山間地域等直接支払」などを活用して、

地域活動や営農活動を支援をしてまいります。 

  また、付加価値、消費者ニーズの高い作物によ

る園芸作物の振興と６次産業化に努めながら、最

大限の所得確保が図られるよう支援をしてまい

ります。 

  林業においては、戦後植林された人工造林が伐

採の時期を迎えており、木材として利用可能な森

林が増加をしております。このため、公共施設、

住宅等における地元産材の利用拡大を推進し、木

質バイオマスエネルギーを含めた木材利用によ

る林業の持続的かつ健全な発展と森林整備の意

欲高揚を図ってまいります。 

  畜産においては、米沢牛銘柄推進協議会が申請

しておりました「米沢牛」が、地理的表示保護制

度、いわゆるＧＩ認証が近く登録される見込みと

なっております。地域で育まれた伝統、品質等の

特性と産地との結びつきが、知的財産として登録

されることにより他地域の産品と差別化が図ら

れ、「米沢牛」ブランドが保護されますので、こ

れを契機として、銘柄牛としてさらなる発展を目

指し、飼育頭数の拡大等に向けた施策を推進して

いきたいと考えております。 

  また、本市農畜産物の生産振興を図るため、食

に通じ情報発信力のある関係者に対し、新たに

「米沢食の種まき大使」「米沢食の親善交流大使」

を委嘱をいたしました。今後大使には、本市が実

施する本市農畜産物の生産振興と普及促進及び

消費拡大事業への協力と、みずからの活動や出演

するメディアでの本市農畜産物に関する情報発

信などで御協力を賜りたく考えております。 

  私からは以上であります。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

  〔須佐達朗総務部長登壇〕 

○須佐達朗総務部長 私からは、５項目めの市民の

安全・安心の確保について、防災の観点からお答

え申し上げます。 

  近年、全国各地でこれまで経験したことのない

災害が発生しておりまして、犠牲となられた方も

多数出ているところであります。自然災害の発生

を防ぐことはできませんが、人の命を最優先に、

災害の被害を減らす「減災」は可能であります。

これまでの災害の教訓から、情報を収集していか

に早く確実に住民へ情報を伝達できるか、そして

安全な場所へ誘導できるかということに取り組
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んでいるところであります。 

  まず、市内の危険な場所を知っていただき、米

沢でも水害、土砂災害が起こるのだということを

意識を持っていただくこと、これが大事であると

考えているところであります。 

  これまで、市内の主要河川のハザードマップに

ついて作成し周知を図っておりましたが、現在、

土砂災害のハザードマップの作成を進めており、

完成した地域から随時周知を行っているところ

でございます。 

  市民への緊急情報伝達につきましては、平成26

年度の同報系の防災行政無線を整備し、外部スピ

ーカーからの音声情報のほか、携帯電話へのエリ

アメール、ＮＣＶの９チャンネル番組へのＬ字放

送、エフエムＮＣＶラジオから瞬時に緊急情報を

伝達することが可能となりました。 

  今後も有事の際に速やかに緊急情報を伝達し、

市民が命を守る行動ができるように取り組んで

まいります。 

  また、災害が起きた際に安全な場所へ避難誘導

するためには、共助としての自主防災組織の力が

必要であります。しかしながら、本市における組

織率が県内でも低いことから、これまでも鷹山大

学の防災の基礎知識講座の開催やまちづくり出

前講座、それから市総合防災訓練への参加、県主

催のリーダー研修会などへの参加を働きかける

ことなどによりまして、自主防災組織の必要性に

ついて普及啓発活動を行ってきたところであり

ます。 

  組織の結成後につきましても、継続した活動が

できるよう訓練に対する支援や防災資機材の助

成など、今後も組織の結成促進、それから育成に

努めてまいります。 

  さらに、地域防災力の中核となります消防団に

つきましては、全国的に団員の確保が難しい状況

となっているようでありますが、本市においても

団員のほとんどがサラリーマン化が進みまして、

消防団活動への参加率が市内各地によって大き

な違いが見られるところであります。 

  国においては、大規模災害に備え、装備の改善、

それから消防団員の確保等を進め、地域防災力の

充実強化を図るため、消防団を中核とした地域防

災力の充実強化に関する法律によりまして、消防

団を取り巻く環境の大幅な改善を目指している

ところであります。本市としても、施設整備、活

動用の資機材などの装備につきましても充実を

図りながら、団員の確保に努め、災害に強いまち

づくりを推進してまいりたいと考えているとこ

ろでございます。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 菅野市民環境部長。 

  〔菅野紀生市民環境部長登壇〕 

○菅野紀生市民環境部長 私からは、市民の安全・

安心の確保についてのうち、交通安全対策、防犯

対策、そして消費者問題についてお答えいたしま

す。 

  初めに、交通安全対策についてですが、ここ数

年、交通事故の発生件数は減少傾向にあり、長年

にわたり市及び関係機関、団体が一体となって交

通安全対策を強力に推進してきたことから、これ

まで実施してきた交通安全施策は一定の効果が

あったものと考えられます。しかしながら、高齢

者が関係する事故は増加傾向を示しており、対策

を強化することが喫緊の課題となっております。 

  そこで、本年２月に策定しました第10次米沢市

交通安全計画では、高齢者の交通事故を減らすた

め、「高齢者の交通安全対策の強化」を重点項目

に掲げ、関係機関、団体等との連携を図りながら

交通安全対策を推進していくこととしておりま

す。 

  具体的には、参加・体験・実践型の研修会の開

催、高齢運転者標識の活用、運転経歴証明書制度

の周知、高齢者の運転免許の自主返納者への支援

などを推進してまいります。特に平成29年度には、

高齢者が運転免許を自主返納しやすい環境を提

供することを目的に、「米沢市高齢者運転免許自
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主返納支援事業」を展開したいと考えております。 

  加えて、来年度は東北中央自動車道の開通によ

り高速道路ネットワークに接続されることから、

「高速道路における交通安全の強化」についても

重点項目に掲げ、高速道路における安全施策を展

開し、関係機関、団体等との連携を図りながら交

通安全対策を推進してまいります。 

  このような施策を展開することにより、基本理

念でもあります「交通事故のない安全・安心な米

沢市」を目指してまいります。 

  次に、防犯対策についてですが、地域住民の防

犯意識と地域防犯力の向上を図るため、米沢市防

犯協会などとの連携を図りながら犯罪の未然防

止に努めてまいります。 

  また、夜間における事故や犯罪を未然に防止す

るとともに、環境に優しく維持管理にもメリット

のあるＬＥＤ公衆街路灯について、町内会等に対

しＬＥＤ公衆街路灯の設置等に対する支援を継

続して実施してまいります。さらに、市内の暗が

りを解消するためにＬＥＤ防犯灯設置事業を独

自に実施し、公衆街路灯空白地域の解消を図って

まいります。 

  最後に、消費者問題についてですが、今般の社

会環境が複雑・多様化し、悪質商法の手口がます

ます巧妙化するなど、高齢者を初めとした消費者

被害が後を絶たない状況にあります。このような

消費者問題に対応するため、市消費生活センター

の消費生活相談体制の充実を図るとともに、高齢

者の消費者被害防止のため、消費者を見守る「見

守りサポーター」の養成や、学校や地域における

消費者教育の充実を図り、消費者市民社会の構築

に向けた取り組みを推進してまいります。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 渡邊病院事業管理者。 

  〔渡邊孝男病院事業管理者登壇〕 

○渡邊孝男病院事業管理者 私からは、６項目めの

本市地域医療の方向性についてお答えいたしま

す。 

  国の人口減少社会を見据えた「医療介護総合確

保推進法」の成立を受け、昨年９月に山形県地域

医療構想が策定されました。置賜構想区域におい

ては建てかえ時期の迫っている病院が多く、急性

期機能の病床の集約や、回復期病床を確保し病床

規模の適正化を図ることなどが主な課題とされ、

2025年を見据えて、地域医療構想の実現に向けた

取り組みが求められています。 

  本市においても、将来的な救急医療の維持、確

保が最重要課題であると認識しており、地域医療

構想を含めた多方面からの検討が必要であるこ

とから、本年１月に山形大学医学部や米沢市医師

会、三友堂病院と本市による「米沢市医療連携あ

り方検討委員会」を立ち上げました。 

  第１回目の検討委員会では、「市内の医療機関相

互の機能の分担と業務の連携を図るための地域

医療連携推進法人を設立する」、「市立病院と三友

堂病院の一部を再編統合し、地方独立行政法人の

新たな病院を設置する」という２つの方向性を目

指して検討していくことが確認されました。今後

は、再編統合の可能性について、医療機能、財務

状況、制度等について検討し、課題解決の施策の

実施を通じた本市の将来にわたる地域医療の確

保について、ことしじゅうにその方向性をお示し

できるよう取り組んでまいります。 

  以上です。 

○海老名 悟議長 堤健康福祉部長。 

  〔堤 啓一健康福祉部長登壇〕 

○堤 啓一健康福祉部長 私からは、６の安心でき

る医療環境の整備についてのうち地域包括ケア

についてと、８の子育て環境の充実についてお答

えいたします。 

  最初に、地域包括ケアについてお答えいたしま

す。 

  国では、団塊の世代が75歳以上となる平成37年

をめどに、高齢者が可能な限り住みなれた地域で

自分らしい暮らしを続けるために必要な支援体

制を整えることを目指しております。それが地域
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包括ケア構想であり、その支援体制を地域包括ケ

アシステムと呼んでおります。 

  地域包括ケアシステムには大きく２つの方針が

あります。１点目は、保険者である市町村が中心

となり、住まい・医療・介護・予防・生活支援が

一体的に提供される体制をつくり上げていくこ

とです。 

  ２点目は、施設から在宅へケアの場を移行して

いこうとしている点であります。これまでの24時

間ケアが受けられる入所施設内での内部で完結

するケアから、高齢者の暮らしを自宅等を中心に

地域で支えていく地域で完結するケアに移行す

ることが大きな狙いの一つであります。本市にお

いても、中学校区を基本として整備しております

小規模多機能型居宅介護がその役割を担うべく

期待されております。 

  また、各医療機関においても地域包括ケア病棟

の新設や、リハビリテーションを初めとしたケア

の充実が図られるなど、在宅医療を中心とした医

療と介護の連携が推進されているところであり

ます。 

  続きまして、８の子育て環境の充実についてお

答えいたします。 

  市政運営方針にも掲げましたとおり、子育て支

援の充実につきましては、平成29年度から多子世

帯への保育料の負担軽減の拡充策として、小学６

年生から数えて第３子以降となる子供の保育料

等の無償化を行い、子育て家庭の負担の軽減拡充

を図ることといたしました。 

  この第３子以降となる子供の保育料の無償化に

つきましては、国の制度では同時在園の場合に適

用になりますが、本市独自の軽減策として、平成

27年度から、２号・３号の支給認定を受けた保育

所や認定こども園を利用する子供の保育料につ

いて、第１子を小学校３年生からカウントするこ

とにしてきたものを拡充するものであります。 

  さらに、平成29年度からの保育料の無償化では、

保育所、認定こども園、小規模保育事業を利用す

る１号・２号・３号の支給認定の子供の保育料の

ほか、今まで該当としてこなかった幼稚園、認可

外保育所、児童センターを利用する子供の保育料

につきましても、小学校６年生から数えて第３子

以降について保育料の無償化等を行う予定であ

ります。 

  この本市独自の第３子以降の保育料無償化によ

る保護者負担の軽減額の総額は約5,100万円とな

り、多子世帯における保護者の負担軽減につなが

る効果的な支援であると考えております。 

  なお、保育料につきましては、本市は利用者負

担額を国の基準よりも軽減しておりますので、保

護者負担につきましては、第３子以降の保育料無

償化と合わせますと、約２億円が本市独自軽減と

なるところであります。 

  また、安心して産み育てることのできる環境整

備につきましては、仕事と子育ての両立支援の推

進としまして、施設での保育の確保が必要であり

ますが、保育所の施設整備による定員増や幼稚園

から認定こども園等への移行の支援を行ってき

た結果、平成29年度４月には保育を必要とする子

供の受け入れ枠が定員ベースで1,772人となり、

平成28年度４月に比べまして約260人分の定員増

となる見込みです。 

  さらに、小学校入学後における就労等で放課後

保護者がいない家庭の小学生の健全育成のため

の生活と学習の場となる放課後児童クラブにつ

きましては、これまでも充実に努めてきておりま

すが、平成29年４月には35クラブで支援の単位が

37となる見込みであり、５年前の平成24年４月の

27クラブ27の支援の単位から比較しますと、10の

支援の単位増となる見込みであります。また、補

助金につきましては、国が示す補助要綱に基づき、

さまざまな補助メニューを活用しながら交付し

てきたところであり、委託費につきましても、ク

ラブの運営を考慮した交付を行っております。 

  このほか、認可外保育施設につきましても補助

金の見直しを行い、認可外保育所が担ってきた待
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機児童の受け皿としての役割に鑑み、入所保留と

なっている児童の受け入れを行った認可外保育

施設に対し、その利用人数に応じた補助金を交付

する補助メニューを追加したところです。 

  本市では、平成27年３月に米沢市子ども・子育

て支援事業計画を策定し、その進捗状況も含め、

米沢市子ども・子育て会議の委員の方々から意見

をいただきながら計画の推進に努めております。

平成29年度は５カ年計画の中間点となることか

ら、その見直しの作業を予定しております。この

計画におきましては、保育所や認定こども園等に

おける利用定員の確保となる子供のための教

育・保育に対する量の見込みの見直しが大きな作

業となります。 

  また、国が示す地域子育て支援センターや病児

保育事業などの地域子ども・子育て支援事業の13

事業につきましては、県内ではまだその全てを実

施している市町が数少ない中、本市では既にその

全てを実施しており、きめ細かく子育て支援の充

実に努めているところでありますが、さらにその

充実が図られるよう委員の方々からの意見をい

ただきたいと思っております。 

  私からは以上であります。 

○海老名 悟議長 質疑の途中ではありますが、こ

こで暫時休憩をいたします。 

  再開を11時６分といたします。 

 

午前１０時５６分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午前１１時０５分 開  議 

 

○海老名 悟議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  島軒純一議員。 

○１３番（島軒純一議員） 御答弁ありがとうござ

いました。るる市長初め当局側の思いを聞かせて

いただいたところでありました。 

  順番にといいますか、大体沿って再質問させて

いただきたいと思います。 

  まず、この場で初めてといいますか、定住自立

圏構想、これは施政方針にもなかったことであり

ますし、この場で市長から初めて出たというふう

な認識でよろしいわけですね。 

  それで、３市５町のリーダーシップをとって米

沢市は頑張っていくんだということであります

けれども、これ実際問題として、先ほど圏域に求

められる役割の説明もありましたけれども、現実

的には、今見えていることで少し具体的なものを

お持ちであれば説明をしていただいたほうが皆

さんも市民の方もわかりやすいと思うんです。ど

うでしょうか。 

○海老名 悟議長 中川市長。 

○中川 勝市長 具体的に３市５町の中で見えてい

るものとなると、完全にあるのは２つあるという

ように私は理解しております。 

  先ほども例として述べさせていただきましたが、

間もなく米沢牛がＧＩを取得、登録されるという

運びになっている中で、ますます米沢牛のブラン

ドは高くなっていくというふうに理解する中で、

全体的に米沢牛の頭数が少ないという判断は３

市５町どこの首長もしているところであります。

こういったものもやはり置賜３市５町の中でも

っともっと増頭していかなければならないとい

うようなこともありまして、米沢だけで増頭とい

うことでなく、この件についてはもう既に３市５

町の首長さんたちと話をしております。そういっ

た中で、まずこういった置賜全体で対応していこ

うということがまず１つ目にあるのかなと。 

  あともう一つは、道の駅、東北中央自動車道福

島－米沢間が開通することによって、新年度から

道の駅建設が始まるわけであります。そういった

中で、この道の駅の機能というのは今さら申し上

げるまでもないわけでありますけれども、山形県

南の玄関口としてのゲートウエイ機能を有する
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ものでありますので、今日まで３市５町との観光

ルートの設定や、あるいは物産の情報提供をこの

道の駅でやることになっております。また、これ

からのインバウンド対策についても、３市５町そ

れぞれの取り組みはあるにしても、しっかりとそ

ういったものにも対応していくという性格を持

っている道の駅でありますので、このことについ

ても、米沢市としまして観光庁から新たな予算を

いただいたり、また機能を強化するために、農林

水産省からもそれぞれ予算をいただいて機能充

実を図っていく。その機能充実ということは、単

に米沢市だけの課題ではなく、先ほど申し上げま

したように、ゲートウエイ機能をどのように３市

５町全体に波及効果をもたらしていくかという

のが大きな課題になってきておりますので、そう

いった対応についても、もう既に２市５町の首長

からは米沢市としてアンケート調査もしており

ます。 

  そういったことで、こういった機能をぜひ道の

駅にというような２市５町の御要望等も勘案し

ながら、今後充実した道の駅を進めていくという

ことになっていくとするならば、やはりそこはし

っかりと定住自立圏という構想の中で取り組ん

でいったほうがより成果が上がっていくものと

先ほども若干触れさせていただきました。このこ

とによって、特別交付税の対象にもそれぞれなっ

てまいります。 

  この定住自立圏というのは、３市５町全体のか

かわりも含めてでありますけれども、ただ共通課

題に取り組む米沢市と、あとは一部自治体で取り

組むこともできます。これからの広域連携を進め

ていく上で、広域行政組合ということ、これは一

定の縛りがありますけれども、この定住自立圏と

いうのはそういった縛りも余りきつくないとい

うことでそれぞれ取り組んでいくことができる

ということでありますので、県内でも、過去にも

こういった要請が米沢市の中にあったようでし

たが、そのときは実現しなかったんでしたけれど

も、先日、３市５町の首長たちの勉強会で、ぜひや

はり米沢がそういった手を挙げていただきたい

というお話もいただきましたので、今申し上げた

ような課題について、ぜひ３市５町全体で取り組

んでいきたいと。また、これからそれぞれ首長た

ちの話し合いによっては、個別に取り組んでいく

部分も出てくるのかなというふうに考えており

ますので、そういった共通の認識を持ちながら取

り組んでいきたいというふうに思っております。 

  山形県内を見ますと、既に山形市は中核都市構

想を位置づけておりますし、酒田、鶴岡において

はもう既に合併をしておりますので、これにも該

当させているようであります。そして、最近時で

は、最上地域の中で新庄市も手を挙げて最上全体

の取り組みとして進めているようであります。や

はりそういった県内で置賜がおくれをとること

なく、米沢市がリーダーシップを発揮してこれか

らの置賜全体の発展を目指して取り組んでいか

なければならないと、このように考えているとこ

ろであります。 

○海老名 悟議長 島軒議員。 

○１３番（島軒純一議員） まさに今要求されてい

る米沢牛の３市５町全体での取り組みの必要性、

それはやはりこの地域のすばらしさを売り込む

ことも前提にしながらますます、ＧＩ認定も受け

られるということでありますから、取り組んでい

ただきたいというふうに思います。 

  これについては、先ほど少しは触れておられた

と思うんですが、財政的な措置ですね。これ具体

的にかなり有利なものがあるというように思っ

ていいのでしょうか。 

  それから、やはりもう少し広い意味で、この圏

域に対する求められるものというのは、ほかに何

かあるのでしょうか。 

○海老名 悟議長 中川市長。 

○中川 勝市長 財政措置でありますけれども、中

心市となる米沢市には最大で8,500万円、そのほ

かの市町村には1,500万円の財政措置があります。 
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  そして、先ほど申し上げましたように事例２つ

申し上げましたが、そのほかの部分も先ほどちょ

っと若干申し上げましたけれども、例えば医療・

福祉などの生活機能強化、あるいは地域公共交通

網のネットワークの強化、人材や職員交流などの

圏域マネジメントの能力強化というような項目

がありますので、それぞれ今後３市５町の首長と

話をしてどのようなものに該当させていくかと

いうことを検討してまいりたいと、このように考

えております。 

○海老名 悟議長 島軒議員。 

○１３番（島軒純一議員） 本来、以前からの議論

の中では当然合併の議論もあったわけですし、広

域で取り組む必要性、それから人口等の縮小等を

考えると、やはりまとまるものはまとまって経費

を節減していくんだという発想はもともとあっ

たわけです。それに今回、国のまち・ひと・しご

と関係の推進の観点と今回合致した形で国も推

進するというような方向であるというふうに私

も認識しておりますから、ぜひ道の駅も含めて、

取り組むべき課題もありますけれども、今までよ

りは随分スクラムを組むんだという雰囲気が伝

わってまいります。ぜひよろしくお願いをしたい

というふうに思います。 

  この縮小していく世の中において、やはりまと

まった力を発揮していくというのは言葉以上に

重要なことだというふうに思っておりますから、

ぜひよろしくお願いをしたいと思います。 

  それで、ＧＩ保護制度ですよね。これについて

は、当然責任ある生産体制の構築、それから売っ

たものの信頼性が高まるとか、それからにせもの

等に対する対応としての強さが発揮できるとか

いろいろあるんでしょうけれども、１つは、以前

から申し上げているように、例えば子牛生産体制

が不備だと。高齢化とかいろいろな形で、まだま

だ御返答いただいているような域にまで達して

いないのではないかというのは、きょうここに立

たせていただいて申し上げなければいけないこ

とだなと思っているところなんです。 

  いかがですか。ずっと昨年から力を入れるんだ

ということで答弁していただきましたし、前回は

ふるさと納税の一部について、その返礼品の主た

る品目である米沢牛について、振興策、生産レベ

ルへのバックでまた生産をしていくというよう

な考え方ではどうだというようなお話を申し上

げたところですが、もう少し見える形でこの米沢

牛の生産の販売、生産体制の強化について検討さ

れたり、ことし取り組むというようなことはござ

いませんか。 

○海老名 悟議長 中川市長。 

○中川 勝市長 過日、さきの質問でも島軒議員か

らそういった御質問あったわけであります。そう

いった中で、将来的には、やはり私としましては

畜産団地的なものは造成していきたいものだと。

ただ、やはり地域との了解も得なければならない

部分もありますので、そういった部分をどうクリ

アしていくかというのがまず大きな課題として

あると。そして、何としてもやはりできれば地元

で、米沢生まれの米沢育ちというようなその繁殖

体制も確立していかなければならないのではな

いかと、このように考えております。繁殖の農家

の皆さんには、何とかもう少しふやしてもらえな

いかと、今当面の課題としてそういったお願いも

しておりますし、またさきの補正予算の中でもお

話しさせていただいた大きな酪農の整備が始ま

ろうとしております。そういった中で、新たな取

り組みとしまして、乳牛の腹を借りて和牛の子牛

の生産体制をとっていくとそういった段取りも

今進めているところでありますので、今のところ

は、米沢市としては、地道でありますけれども、

できるだけ多くの繁殖数が、子牛の数が生産でき

るような体制について、個々の取り組みもしてま

いりますし、今後このＧＩ制度が登録された場合

には、しっかりと今度はもっともっと銘柄推進協

議会としても取り組んでいかなければならない

ものでありますので、そういった地域の各地区の
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事情もございますので、そういったことをしっか

りと勘案しながら、どういった新たな組織体につ

いても検討していくことが必要になってくるの

かなと、このように思っているところであります

ので、もう少しそういった推移を見ながらやって

まいりますので時間をいただきたいと、このよう

に思っております。 

○海老名 悟議長 島軒議員。 

○１３番（島軒純一議員） 高い子牛を導入されて、

その高い子牛が間もなく肉になっていくという

ことが来ます。当然50数万円、60万円ぐらいから

始まって、ここ二、三年ですよ、あっという間に

１頭90万円とかになってしまっている。そのとこ

ろで、今現在はふるさと納税とかいろいろなこと、

それから米沢牛のやはりその取り組み方ですね。

雌牛だけをという形をとったり、いろいろな形で

生産者、小売の方々、買参人の方々の努力によっ

て価格も保たれておりますけれども、これがいつ

いろいろな意味で志向が変わってきたり、最近も

やはり余りサシの入った肉よりはみたいな発想

が少し出てきているようにも見受けられるとこ

ろがあるし、そういう中で、要するに特殊な米沢

牛のようなそういうすばらしい肉を食べたいと

いう人は残るでしょうから、確かにそれはいいん

ですが、高い導入された牛の生産が販売になった

ときに持ちこたえられるような施策を組んでい

かないと、市長の思い、やはり米沢生まれ米沢育

ちで、これ本当の米沢牛なんだよと言えるような

体制はつくっていけないんじゃないかというこ

とで、いつも申し上げるように、やはりネームバ

リューも含めて米沢を発信する一つの大きな財

産だというような考え方を持って進んでいただ

ければというふうに思います。 

  それから、道の駅でございますが、先日、会社

の方と懇談といいますか、少し質問に答えていた

だくような格好でさせていただきました。その中

で少し気になったのは、オープンまで約5,000万

円近く、4,000数百万円これからかかるんだとい

うお話をされました。当然今から、例えば役員に

ついては、会社が発足しているわけですから当然

報酬等も払われていると思いますし、今後社員教

育といいますか、現場を立ち上げて営業に向けて

やっていくには、当然早い段階から雇用して給与

を支払いながらオープンを迎えるというのは当

然であります。そのお金のかかることについては

当然でありますけれども、その中の説明をすると

きに、市からの援助もぜひよろしくお願いしたい

ということをおっしゃられたんですね。そうする

と、いつも確認させていただいている出資額まで

の市の責任ですね。それから、収益が出る仕事で

あるから使用料等も市に入れてもらいたいとい

うような発想の話とは真逆で、今から市でこうい

う部分について少し面倒見てくれよみたいなと

ころが出たんですね。これはあのとき、多分御記

憶だと思うんですが、やはりそういう体制の中で

我々が思っている、それからここで答弁されたこ

ととずれが生じていると。例えば現場といいます

か、会社に伝わるときにです。やはりそこはここ

での議論で答弁していただいたことが会社の経

営の皆さんに、ストレートといいますか、思いが

そのまま伝わって議論されたり、実現可能なもの

にしていただきたいという思いがこの間思った

んですが、いかがですか。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

○山口昇一産業部長 確かにオープンする前、収入

のない段階でさまざまな準備があって5,000万円

近い経費を負担をしながらスタートしていくと

いうふうな状況になるわけであります。それに対

して応分の応援をいただきたいというふうな発

言があったわけでありますが、基本的には、以前

から私ども答弁をさせていただいているとおり、

債務保証をしたりとかそういったことはしない

ということは十分に伝えてございます。使用料に

ついても、まだ額は今最終的に詰めておりますが、

あるべき論を今回詰めていくということで認識

をしております。 
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  ただ、赤字の中からいわゆる使用料を満額頂戴

していって赤字をどんどん膨らませていくこと

がいいのかどうかというような部分についても、

これからちょっと議論させていただきたいなと

いうふうには思っております。要するに、経常的

な赤字があるうちには、一定程度のやはり減免措

置というものも必要ではないかなというふうな

含みもございます。 

  ただ、それ以外に何らかの金銭的な応援をして

ほしいとかそういうことではありませんで、それ

ともう一つ、一番課題として考えていらっしゃる

のは、オープンの時期が、いわゆる建物周りの外

構工事がおくれた場合にまたそこから延びてし

まう、そのことによって回収時期がまた延びてし

まうということについての懸念がありましたの

で、そういう部分で、工事をきっちり29年度中に

終わるように行政としても対応、応援、支援、そ

ういうことをしてほしいという趣旨もその中に

入っておりましたので、御理解いただきたいと思

います。 

○海老名 悟議長 島軒議員。 

○１３番（島軒純一議員） お聞きをするところに

よると、東北中央自動車道もことしじゅうぐらい

のお話もあるんですか。ちょっとこれは確認させ

てもらったほうがいいですかね。正確でなくても、

そういう感触でもいいんですが、いかがですか。 

○海老名 悟議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 東北中央自動車道の開通時期

ですけれども、平成29年度というようなアナウン

スで、まだ具体的な時期については公表はされて

いないところです。 

○海老名 悟議長 島軒議員。 

○１３番（島軒純一議員） そうですね。ここは公

的な場ですから感触でというわけにもいかない

ということだと思います。要するに申し上げたい

ことは、やはり開通した時期に合わせて、29年度

というのであれば30年の３月いっぱいというこ

とになるんでしょうけれども、もし開通が早かっ

たときに、例えば道の駅がオープンしないという

ことで営業ができないということは、やはりそれ

だけの経費はかかるけれども収入が上がらない

ということになりますから、そこはやはりできる

だけ合わせた形につくっていくべきだろうとい

うように思いますから、その辺の協力は当然担当

部署としても考えてほしいと。それは当たり前の

ことだと思います。 

  出資金について、この間も触れましたけれども、

足りないかもしれないというのであれば出資を

増資すべきだとまたここで申し上げたいんです

が、そういう話にならないですか。今、出資は幾

らなんですか。6,000万円。この間申し上げたけ

れども、定款上２億ですよね。だとすれば、やは

りそこはどういう理由かわかりませんが、自分た

ちの出資率として上げておきたいとかいろいろ

少し思いもあるかもしれませんけれども、どちら

にしても、資本増強をできるだけしていくという

のは当たり前の話で、そこは検討、協議をしてい

ただきたいなと思いますが、いかがですか。流れ

も含めて。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

○山口昇一産業部長 御指摘のとおり、現在は6,000

万円の資本金になっておりまして、また県のほう

にも出資をお願いをしてございます。最大授権資

本が２億までのすき間があるわけでありますの

で、今後の経営に伴ってまた増資のチャンスはあ

るわけでありますので、その点は含んでいるはず

でございます。ただ、今の段階でいついつ幾らと

いうふうな計画は、経営会議の中でも諮られてい

ないというのが実情であります。 

○海老名 悟議長 島軒議員。 

○１３番（島軒純一議員） わかりました。この件

についてはここでやめさせていただきますが、次

は人口をふやす具体策です。 

  ここで、まず人口ビジョンでしたか、この中で、

国で将来的には合計特殊出生率は2.07に上げる

んだ、上るんだみたいなことで、当市でもそうい
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うような計画を組んでいます。国立社会保障・人

口問題研究所の推計で、2040年、これから二十数

年先、ここで米沢は６万5,000何がしになるよと。

単純な予測ですよ。努力をしなかった場合ぐらい

な数字だと思いますけれども、それで実は、市は

合計特殊出生率を上げていって、そのときには６

万9,000何がしを保ちたいと。つまり、ここでは

4,000人ぐらい何とか頑張って予測よりは上げて

おきたいというようなビジョンを出していられ

るんです。現在の米沢の合計特殊出生率というの

はどれぐらいですか。 

○海老名 悟議長 堤健康福祉部長。 

○堤 啓一健康福祉部長 26年で1.36でございます。 

○海老名 悟議長 島軒議員。 

○１３番（島軒純一議員） 私が見てきたのは、25

年で1.39という数字があるんですけれども、近い

からいいでしょう。そのときの数字で、全国では

平均で1.43あるんですね。山形県が1.47です。米

沢はやはり低いんですね。ですから、産んでいた

だくということについては、相当ハンデといいま

すか、努力が必要な分野というふうに思います。 

  実は、人口がふえてきたと言われる東根市、そ

こでさえ25年のときは1.63なんです。実は、ふえ

ている理由は、東根は社会動態なんです。移り住

んでいただいているということです。もちろん

1.63ですから、産んでもいただいてもおりますけ

れども、つまり人口をふやすということについて

は、産んでいただく努力は当然です。晩婚化とか

非婚化と言われている中で、そのことも政策上加

味しながら、赤ちゃんを産んでいただく政策とい

うのは大事なことです。しかし、現実的なところ

に目を向ければ、住民をとり合うと。政策でとり

合うというような時代にまさに入ってしまって

いるということは皆さんもわかると思うんです。 

  ここ最近、特に各市町の自治体の予算で特徴的

なことがニュースで流れます。その中で出ている

のが、簡単なのが小学校給食無償化とか、これは

山新さんの記事です。寒河江ですね。それから、

鮭川村ではこの間ありましたね、これも山新さん

ですか。学校給食完全無償化、要するに小中全部

だということですかね。ほかのところで言うと、

例えば移り住んでいただいて、雪国なので除雪機

の助成をしますからどうぞ移り住んでください

とか。その給食費を無償にすることをいいか悪い

かは論じておりません。ただ、独自予算を使って

そうやって市民をふやすため住民をふやすため

の施策をする競争社会になってしまっていると

いうことは認識しなければいけないと思うんで

す。 

  先ほど答弁いただきました６年生以下の第３子

については保育料の無償化をしていくとか、頑張

っておられます。だから、学童についても実は頑

張っているんだなというふうに思うときがいろ

いろあります。クラブ関係者に言わせればまだま

だ頑張ってほしいとおっしゃるとは思うんです

が、一生懸命頑張っておられるなという点も見受

けられるし、そう思っています。 

  ただ、追いつかないぐらいの競争が始まってい

くんだろうなというふうに思います。無償化等が

全ていいというふうに申し上げているわけでは

ないんですが、その辺のお考えはどうですか。市

長、今後ですよ。 

○海老名 悟議長 中川市長。 

○中川 勝市長 まず、どこまで子育て支援に対応

していけるかと。先ほど部長から答弁あったよう

に、米沢市もそこそこ子育て支援にはいろいろな

ケースで支援をしているということは間違いな

いわけであります。それでもなお子供の数が少な

い、出生率が低いという原因につきましては、大

変残念なことでありますけれども、結婚をしない

若い人たちがふえてきていると。未婚率が、特に

男子では13市の中で米沢が一番だというそうい

う報告もいただいているところでありますので、

まず対策としまして、やはりそういった結婚対策

というものも本腰を入れていかないと子供はど

うしてもふえないという思いは持っているとこ
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ろであります。 

  それと同時に、やはり就労されている若いお母

さん方にしてみればやはり子育て支援の充実と

いうことは、当然そのように考えているというふ

うに思いますので、今、新年度も６年生を数えて

ということの第３子からの保育料無償化という

ふうに踏み切らせていただきましたけれども、非

常に今財政健全化の途中でもあって、もう少しな

という思いもあるわけですけれども、まず第一歩

を踏み出していただいたという思いをしており

ますので、そういった支援制度のあり方、政策的

なものも含めて、今後米沢市としてどう考えてい

くんだということはしっかり今後も考えていか

なければならないものというふうに判断をして

おりますし、そしてただいま議員からも御指摘あ

りましたように、社会動態についても、今後やは

り若い人たちが都会のほうに職を求めてどうし

ても行かなければならないということについて

も、第１回目の答弁で申し上げましたように、し

っかりここの中に就労の場を確保してと、そして

中央のほうに首都圏のほうに就労を求めて行か

なければならないというそういった体制なんか

も、しっかりとこの地域の中で完結できる、就労

できるという環境づくりにも努めていかなけれ

ばならないと。だから、出生率も含めて、社会動

態も含めて、なるべく人口がふえるような対策も

今後中長期的にも考えていかなければならない

問題だなと、このように考えているところであり

ます。 

○海老名 悟議長 島軒議員。 

○１３番（島軒純一議員） 先ほど他市の例を出さ

せていただきましたが、財源とすべきところの説

明になると、実はふるさと納税の中からというと

ころが多いんですね。ですから、施策に弾みをつ

けているものであるということは言えると思う

んです。本市も皆さんの努力で、市民の方も当局

の皆さんもいろいろな方の努力で33億ぐらいま

では行けるのではないかというような見通しだ

ということでありました。 

  それで、今言われているのは、総務省なんかで

言っているのは、換金性の高いものとかそういう

もの、資産性が高いものについてどうなんだと、

返礼品として妥当なのかというふうなことを

前々からちらちら言ってはおったんですが、言わ

れているようです。これはやはり前から言ってい

るように、このふるさと納税の制度がある以上は、

我が市は、本市は本来的な納税の趣旨に反するか

らやらないと言っていた時代があったんですが、

それをやったら必ず負けるし、全部税収は出てい

くという時代が来るよと、この制度がある以上は

取り組まざるを得ないんだというふうに主張し

てきましたし、そうなってきました。結果として

は33億を納税していただいていることに感謝し

ますけれども、総務省の言っている不適切さとい

いますか、ちょっと問題があるんじゃないかとい

うことについて、やはり私どもで売り上げが多い、

思っている以上にパーセントが高かったんです

が、パソコンですよね。これについて、単なる値

が張るからとか返礼品として人気があるからと

いうふうにやっている米沢ではないんだという

ことを今後中央に、総務省に言っていただきたい。 

  何年か前の話で済みませんけれども、地元のＮ

ＥＣさんを視察させていただいたことがあった

んです。そのときのお話ですと、直接的な従業員

数はもとより、関係する会社、家族の人まで含め

たら4,000名前後の方が私たちの会社に関連され

ているんだというようなお話をしていただいた

ことがあるんです。ですから、やはり米沢市にと

って地元の企業であると。そして振興すべきもの

なんだと。ですから、ただ単に資産性の高い人気

の高いものだから、商品券を入れるようにパソコ

ンを入れているんじゃないんだということを、こ

れは政治力も必要だと思いますので、ぜひそうい

う事情を大きな声を上げて説明してほしいんで

すね、今後とも。いかがですか。 

○海老名 悟議長 中川市長。 
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○中川 勝市長 ふるさと納税の返礼品というのは、

その地域での誇れる特産的なものであるという

ふうに理解をしておりますし、またそういったも

のも一定程度のブランド品だというふうに私は

判断をしております。そういった中で、今パソコ

ンのお話が出ましたけれども、会社のほうにも、

これをぜひ米沢ブランドとして銘打って、そうい

った取り組みなんかもしていただきたいと、そう

すればまた違う場面も出てくるのでないでしょ

うかと。工業製品がその地域の特産品として換金

性のあるものというふうに判断をされてしまい

ますと、全ての分野でじゃあ農産物だけかという

ふうになってしまうおそれもありますので、工業

製品がやはりその地域の商品、ブランド商品とし

てというところは数多く私はあるというふうに

思っておりますので、そういったことも総務省の

ほうにしっかりと御理解をいただくように今後

とも要請をしていきたいと、このように考えてお

ります。 

○海老名 悟議長 島軒議員。 

○１３番（島軒純一議員） よろしくお願いをした

いと思います。 

  産業振興のことですが、東北中央自動車道の開

通の話とか、工業団地、オフィス・アルカディア

等に誘致する最近実績も上げていただいており

ますが、この優位性というのをいかがお考えです

か。私どもに来ていただく優位性。簡単に言えば、

どういうふうなことを言いながらお誘いをして

いるかということですが、いかがですか。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

○山口昇一産業部長 企業誘致に際してのさまざま

な優位性をＰＲしてくるわけであります。１つに

は、間もなく開通をします東北中央自動車道、要

するに交通ネットワークの利便性の話、それから

私どもが設定をいたしました助成制度、こういっ

たものもＰＲをさせていただいておりますし、も

う一つは、やはり山形大学があって産学連携が非

常に進んだ地域柄なんだというお話。あるいは、

企業クラスターがあって異業種交流なども盛ん

でありますので、受発注自体がこの地でもできま

すよというふうな優位性の話。それから、勤労者

といいますか、雇用の面において、優秀な人材が

たくさんいますよというふうなお話をしている

ところであります。ただ、今雇用情勢が非常に逼

迫しているというふうな状況もありますが、私ど

もが胸を張ってＰＲしてきておりますのは、今申

し上げましたような事項でございます。 

○海老名 悟議長 島軒議員。 

○１３番（島軒純一議員） 実は、ずっと私、以前

から質問にさせていただいたほうがいいのか、こ

れはちょっとしないほうがいいのかというふう

に考えていることがあるんです。それは地震の関

係です。ここで多分米沢市は地震が少ないんです

かとか被害が少ないんですかとお聞きをすると、

お立場上、それからいつ起きるかわからないとい

う前提がありますから、少ないとか、被害は少な

いとか言いづらいとは思うんです。ただ、どうで

すか。米沢市の状況、今までの歴史上における地

震に対する被害があるかないかの評価は、どうお

考えですか。あした起きるかという話はしていま

せん。今までの中で、事実を言えばどうだろうか

なということです。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 近年ですが、長井盆地の西縁

断層帯、庄内平野東縁断層帯、そういったものが

クローズアップされまして、一方では東北で大災

害があったと。そういうことから、いずれの場所

でも起こるんだと、そして断層は全国に散らばっ

ているんだということがありまして、米沢でも危

機感というのは確かに持っています。だが、おっ

しゃるように、歴史的にどうなんだという話にな

ると、確かに斜平の山を見てあれが崩れたんだと

かとおっしゃる方もいらっしゃいますので、以前

の状況はわかりませんが、米沢盆地全体としては、

被害は、危機意識というのは低かったのでないか

なという認識はしているところでございます。 
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○海老名 悟議長 島軒議員。 

○１３番（島軒純一議員） そうですよね。私もそ

ういう思いがあって、ただ熊本のこともありまし

たし、質問で取り上げるのはどうかなと。つまり

安全だという意味で発信されてしまいますと、先

ほど自主防災組織のこともありましたけれども、

米沢は、地震は安全なんだと、強いんだという意

識を持たれると備えがなくなってしまう、それら

が弱くなるので、そういう発信の仕方はどうかな

という思いはありました。 

  ただ、企業誘致の中で、今回実は熊本県の企業

局といいますか、そこで誘致のために出している

ことが気になったので、調べてみました。そうし

たら、熊本は安全だと出していたんですね。地震

がある前。被害が少ないところというようなこと

を出しているんですね。それで、あの地震があっ

てから削除されているわけですけれども、どうい

うことを言っているかというと、「熊本は地震の

安全地帯、東北は危険地帯」というふうに書いて

あったんですね。そうなんだそうです。削除され

ておりますから。 

  この根拠ですよ、根拠。なぜかというと、実は

数字の少しごまかしと言いませんがあって、マグ

ニチュード７以上の地点をプロットしてあった

んです。そうしたら、東北はやはり多いんです。

マグニチュード７以上の地震が多いんです。とこ

ろが、熊本は、この間以外マグニチュード７を超

えていないんです。この間は7.3とか7.5あったで

しょう。そういうことに基づいて結論じみたこと

を言ったのが……。間違ったことを言っていない

かもしれないです。ただ、被害が少ないからと思

って調べたところ、実は熊本は、1619年ぐらいの

を見ると、そのときマグニチュード６から6.2、

家屋の倒壊。それから1625年、約６年後ですよ、

このときはマグニチュード５から６ぐらいなん

ですね。死傷者50人。それから1723年、マグニチ

ュード6.5、これは家屋倒壊980、死者２人、負傷

者25。1889年、マグニチュード6.3、死者20人と

いうことで、つまりこの辺で死者が出るというこ

とは、要するにないですよね。この間の６年前、

23年３月11日だって５強。あれが大きいほうです

よね。ずっと見ると震度５強というのは、その前

ないですよね、記録上は。こういうことで、実は

７を超えていないという熊本です。ということか

ら、東北は危なくて我々安全だとおっしゃってい

る。ただ、我々がずっと７超えたとしても、ここ

は７はなかったのかもしれませんが、要するにそ

ういう被害というのはないんですね。 

  実は、なぜ熊本が被害が多いかということもず

っと調べていったら、当たりました。ヒットしま

した。直下型で震源が浅いために、マグニチュー

ドが低くても被害に直結するんだと。がくっと。

でしょうね。だから、マグニチュード７を基準に

してデータを出すとそういうことになるけれど

も、被害の大きさということを単純に集計してい

けば、ここは非常に、米沢ですよ、安全と。歴史

上は安全と言えるところだというように思うん

です。 

  ですから、発信の仕方は非常に難しいとは思う

んですが、この地震が歴史上も少ないということ

も含めて、企業誘致なり、その関連の地震があっ

ては困るんだというような業種の誘致に力を入

れればどうかなと。発信は、相変わらず地震はい

つでも起きるんだよということは常に発信しな

ければいけないと思うんです。市民の方に対して

などは特にです。ただ、誘致については、事実だ

けを申し上げますと歴史上はこういうことです

ということで言っていくしかないのではないか

なと思うんです。 

  先ほどの長井盆地西縁帯の話ですが、これも調

べてみますと、これは平成17年のことで、ちょっ

とそれ以後出ているかどうかわかりませんが、断

層帯の過去の活動ということで、約2,400年以前

ぐらいにあったんじゃないかと。あそこも断層で

す。本断層の平均活動間隔は5,000年から6,300年

程度であった可能性があると。これは地震調査委
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員会というのが出しているんです。ただ、つけ加

えているのは、最近の活動履歴や平均活動間隔を

正確に把握する必要があると。要するに、精度は

まだここで言っていることほど高くはないけれ

どもとちゃんと言っているんですけれども、こう

いうふうな分析をされている専門家もいらっし

ゃるんですね。 

  どうですか。こういう話の中で、打ち出し方は

難しいとしても、優位性になりませんか。例えば

バックアップセンターとか、データ管理するには

やはり地震があったりするのが一番困ると思う

んですね。どうでしょうか。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

○山口昇一産業部長 表現の仕方、何を根拠にして

というふうな部分についてはいろいろ検討させ

ていただきたいと思います。確かにおっしゃるよ

うな利点として、一般論として十分言えるという

ふうに私も認識をしております。 

  今、首都直下型の地震ですとか、あるいは東南

海沖の地震、こういった危険性が認識されている

中でありますので、そうした中にあって、歴史的

な事実として地震等の災害がない地域なんだと

いうことが言えれば一つの大きなポイントにな

ってくるというふうに認識をしております。 

○海老名 悟議長 島軒議員。 

○１３番（島軒純一議員） では、次の質問ですけ

れども、市民の安全・安心の点です。 

  先ほども地域防災組織等の充実、組織率が低い

わけですから、それから消防団の方々の大切さに

触れておられました。私もそのとおりだと思うん

です。組織率、要するに地域防災組織の組織率を

上げるためにも、若いときから消防団活動にかか

わっていただくというのは大切なことだと思う

んですね。それはやはり仲間づくりも含めて人間

的なつながりができて、そこのお互いを思いやる

気持ち、そして地域を守ろうとする意識の醸成に

もつながると思っているんです。そういう意味で

は、やはり消防団活動に力を入れるというのは当

然だと思うんです。 

  ただ、実は、総務省の消防庁のデータですが、

団員は年間３万6,500円の地方交付税を算入して

いますよと、それから１回の出動手当が7,000円

というふうに書いてあるんです。これは議会でも

以前こういうような議論がありました。これ問題

となるのは、基準財政需要額においてどう評価さ

れているかです。米沢市の状況をどう認識してい

ますか。状況はどうですか。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 御指摘のとおり、国としては

出動手当7,000円、それが基準財政需要額に含ま

れているというふうなことだと思います。本市の

状況を申し上げれば、当時1,000円だったんです

が、現在500円ほど上乗せしております。基準財

政需要額との関係で申し上げれば、もう少し手当

の部分について上乗せということを当然検討す

るわけですが、その部分についてはもうちょっと

お時間をいただきたいと思っているところでご

ざいます。 

  ただ、当然ですが、その7,000円という部分につ

いては重く受けとめているところでございます。 

○海老名 悟議長 島軒議員。 

○１３番（島軒純一議員） 先に今の米沢市の現状

をお聞きするべきでしたね。３万6,500円に対し

て幾らですか。7,000円に対して1,500円でしたね、

出動手当は。３万6,500円に対して幾らですか、

市は。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 ３万6,500円、手当ですよね。

済みません。団長は……（「団員でいいですよ」

の声あり）団員についてはそれを下回っています。 

○海老名 悟議長 島軒議員。 

○１３番（島軒純一議員） 多分１万数千円ではな

いですか。ちょっと最近見ていないですけれども、

２万弱ではないですか。やはりこれは、国は基準

財政需要額の中で、米沢市の評価については条例

上1,100人ぐらいですか、条例上の団員の数を言
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っていて、やはり米沢市の実情からするとそうい

う人数が必要だと。例えば面積が広かったり、山

があったり、いろいろな形でやはり団員に協力を

いただくことは大切だということで、条例上も

1,000幾らだと思うんです。ただ、国はそこまで

評価していないということのあらわれですよね。

つまり基準財政需要額上は例えば500人いれば米

沢市は足りるんだと、600人いれば足りるんだと

いう評価だからそこまで来ていないんでしょう。

これ来ていないから払っていないんですよ。上乗

せしていないから、地方交付税、どういう状況で

すか。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 条例定数上が1,016人でござ

います。1,016人の見合いで計算されているはず

だと思っております。 

○海老名 悟議長 島軒議員。 

○１３番（島軒純一議員） それは本当ですか。だ

とすると問題ですよ。国はこう言っているんです。

「支給額、支給方法は地域事情により必ずしも同

一ではないものの、支給額の低い市町村において

は、これらの支給を定める制度の趣旨に鑑み、引

き上げ等、適正化を図る必要があると言えます」。

だから、重く受けとめていらっしゃるのは当然で

す。国で求めていることに対してです。国で条例

と同じ1,000人規模の数に対して３万6,500円よ

こして、出動手当も7,000円よこしているのに、

例えば２万円弱で、出動手当も1,500円だとする

と、ピンはねじゃないですか。ほかの事業に、こ

この中から手当として出しなさいというふうに

地方交付税に算入されているのにもかかわらず、

この中から機材費を出したりしていないかとい

うことです。かえって問題ではないですか、その

ほうが。国として基準財政需要額上は評価してい

ないという流れのほうはわかるんですよ。どうな

んですか、これ。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 基準財政需要額と実際の行政

経費というのはあくまでも別物と考えてござい

ます。当然おっしゃるとおり、国でそれだけの経

費を見ているんだから、手当についてはその額で

あるべきだという議論としては当然でございま

す。ただ、現状としては、各団体の報酬等につい

ては、先ほど済みません、わからなくて申しわけ

ありませんでしたが、団長についてはそれなり11

万円ほどの……（「いいです。団員でいいです」

の声あり）団員につきましては１万7,000円ほど

でありますが、支給している状況にあると。ほか

の団体につきましても、実は市でありますが、多

くの団体では１万円、２万を切っているというよ

うな状況にございます。ですので、そこのところ

は御理解をよろしくお願いしたいと思います。 

○海老名 悟議長 島軒議員。 

○１３番（島軒純一議員） ここで申し上げたいこ

とは、団員も幾らもらわなければできないとかと

いう話は直接的に聞いたことないです。やはり市

を思い、仲間を思い、地域を思って活動している

ことは間違いないんです。夜中だろうが、雨だろ

うが、雪だろうが出ていきます。はっぴを着て。

ですから、手当が云々ではないですが、我々行政

に携わる者については、そう精神論だけで済む話

ではないんです。そこはちゃんと整備するものは

整備してあげて、我々も一生懸命皆さんを応援さ

せていただくと。だから皆さんもぜひ御協力いた

だきたいということです。ですから、ここは国か

らの交付額と施策はイコールと思っていないと

か、簡単に言ってはだめですよ。簡単に言っては

だめ。そこは求めている国の趣旨に基づいて努力

をするという感覚が必要でしょう。 

  市長、どうですか。これやはり協力をしていた

だく雰囲気づくりのためにも、そこは考えるべき

ところではないですか。いかがですか。 

○海老名 悟議長 中川市長。 

○中川 勝市長 消防団の皆様が本当に日夜真剣に

なってこういった防災に取り組んでいただいて

いるということについては、本当に心から敬意と
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感謝を申し上げたい。 

  それで、今ありましたように、やはりしっかり

市民の皆様の生命、財産を守っていくんだという

意識の中で活動されているというふうに私も理

解しております。そういった体制づくりについて、

今すぐじゃあこここうやりますというところは

総務部長が申したとおりでありますので、私から

もなかなか申し上げることはできませんけれど

も、しかしそういった環境づくりの整備について

は今後検討してまいりたいと、このように考えて

おります。 

○海老名 悟議長 島軒議員。 

○１３番（島軒純一議員） 健康長寿日本一の取り

組み。これは「言うは易し」だと思うんですが、

市長がそういうふうに宣言されたことは非常に

意義が深いと私は思っています。それは、やはり

検診率の低さとか、米沢市のやはり健康に対する、

よく言うと、いろいろなデータを見てそうですが、

我慢強いといいますか、いろいろな意味で抱え込

んでしまって、それでこの施策が進まないという

ことがあるんですけれども、市長が宣言をされた

ということで、どういう形でするか。やはり市民

に発信するために、先ほどの答弁ではイベントを

開催されるとか市民にどんどん周知をしていく

んだということを言っておられました。それすば

らしいことだと思うんです。やはりどういうふう

に周知をしていくかと。我が市は全体制でやって

いくんだということで、各地区歌をつくったり、

あと食育の歌をつくったり、いろいろな取り組み

をされて、10年かけ20年かけして寿命を長くして

いるという時代だと思うんです。特にさっき申し

上げたように、健康寿命という考え方からすれば、

寝て10年過ごすのか起きて元気に10年過ごすの

かの違いは大きいと思うんですね。ですから、市

長おっしゃることはそのとおりだと思います。 

  それで、これは長野県でピンピンコロリの運動

のことについてです。私は昔から、これ農業委員

会で視察させてもらったことがあったんです。こ

の話もその流れの中で出てきた話だったんです

が、非常にすばらしいと思ったんです。その認識

とか効果について、お考えがあったらお願いしま

す。 

○海老名 悟議長 中川市長。 

○中川 勝市長 ＰＰＫ運動、ピンピンコロリ運動

については大分前から承知しているところであ

ります。こういった長野県というのも、今健康長

寿日本一になっている県であるようであります

けれども、昔はそうでなかったと。徹底的に食生

活から何から改善を進めていって今そういうふ

うになっているというふうに私自身も理解をし

ております。 

  それで、このたびのじゃあ米沢市として日本一

を目指していこうという中にはいろいろな要素

があります。やはり医療費、国保の問題もござい

ますし、こういったものをしっかりとやはり適正

運営もしていかなければならないと思っており

ます。そのために健康でいましょうと。あとは、

生産年齢人口が減ったりもしていきますので、い

つになっても生涯現役ということもこれからど

うやって取り組んでいくかといったことなんか

も考えてみた場合に、やはり全ての分野で元気な

米沢市づくりということを目指していかなけれ

ばならないのかなというふうに思って、このたび

このような文言で取り組んでいきたいと。 

  そういった中には、こういったことを米沢市が

取り組みましたよというようなことをまず市民

の皆様に理解をしていただくような普及活動に

努めていかなければなりませんし、またそういっ

たいろいろな各団体と連携をして、そちらのほう

から後押しもしていただかなければならない。そ

して、地域単位であるならば、コミセンの活動も

通して、事業としてコミセンの活動でいろいろな

もの、今お話ありましたようなことも含めてどう

取り組んでいくかというようなことも連携をし

ながらというふうに思っておりますので、今後そ

の体制づくりにあらゆる角度から考えて、しっか
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りとした推進体制を築き上げていきたいと、この

ように考えております。 

○海老名 悟議長 島軒議員。 

○１３番（島軒純一議員） ありがとうございます。 

  最後ですが、市民に信頼される行政体であるた

めにについてでありますけれども、今の問題も含

めて、今起きている問題ですよ。はっきり申し上

げれば教育委員会等についてのこととか、当然信

頼を得られない状況になってしまっているとい

うふうに言わざるを得ないことがあります。その

中で、一方では、いろいろな国からの施策を誘導

するための施策について、企画力がある、今まで

とは全く違う発想、それからなるほどいいねと言

われるような企画を出したところにしかこれか

らは金を出さないというのは、やはり国の方針だ

と思うんです。つまり、ここで何が要るかという

と、一言で言うと優秀な職員体制とか、企画力が

ある人、思いの強い人、いろいろな意味でそうい

う職員の方をつくっていくということが大切な

ことだと思うんです。 

  その方法の一つとして、人事交流が挙げられる

というふうに思っているんです。今でも県の東京

の事務所に市の職員の方が行っていたり、市長は

やはりそういう認識がおありだというふうに思

っておりますし、現にここにいらっしゃる副市長

も来られてばりばりと仕事されております。その

中で、交流ということについての考え方、今後も

含めてお考えがあればお聞きをしたいと思いま

す。 

○海老名 悟議長 中川市長。 

○中川 勝市長 人事交流につきましては、今お話

にございましたように、28年度、職員を東京事務

所のほうに派遣をしておりますし、また県庁から

職員も米沢市のほうに派遣をしていただきまし

た。過去にも喜多方市さんとか、あとは山大、あ

るいは短大との人事交流もあったようでありま

す。やはり違う環境の中でどういった組織が運営

されているのかということについては、私は非常

に大事なことだなというふうに思っております。

できればもっと多くの職員を人事交流したいわ

けでありますけれども、一対一で交流先から人材

もいただけるというそういう対応であればいい

んですけれども、絶対的にマンパワーがどうだと

いう部分もありますので、そこら辺はしっかりと

見据えながら、いろいろな場面において、市内の

中においてでもできるというふうに私は思って

おりますので、そういった中でどうやって人事交

流を盛んにやって資質の向上を図っていくかと、

そういった視点でこれからもしっかりと取り組

んでまいりたいと、このように考えております。 

○海老名 悟議長 島軒議員。 

○１３番（島軒純一議員） そのとおりだと思うん

です。必ずどこかの組織に出してやってくれとい

う話でもないし、どこかからすぐに持ってきてく

れという話でもありませんけれども、その違った

環境の中で、単なる研修、研修会ではなくて、ど

こかの講師を前にして研修を受けさせたからど

うだではなくて、やはり仕事を通じて厳しい中で

磨き合ってくる。違う環境の人の感覚に触れてく

る。その人の思いに触れてくる。その人がまた米

沢に戻ってもらって、いい仕事をするために周り

にそれを広めてもらうということです。まずはあ

ちらの感覚を入れてくる。こちらから行って勉強

してくる。こういうやり方をぜひしていただいて、

この優秀な人材をなお優秀にしていただきたい。

どうですか。 

○海老名 悟議長 中川市長。 

○中川 勝市長 １点、ちょっと申すことを忘れて

おりました。29年度につきましては、米沢のブラ

ンド戦略事業推進のために、現在、内閣府の地方

創生人材支援制度による人材派遣を申請してい

るところであります。今後もそういった地方創生

の制度の中で活用しながら、しっかりとこれから

も常に問題意識を持ちながら資質向上を図って

いくような人材育成、交流に努めてまいりたいと、

このように考えております。 
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○海老名 悟議長 島軒議員。 

○１３番（島軒純一議員） ありがとうございまし

た。やはり全てのことは人からというふうに思っ

ておりますから、この人口減少の時代で米沢市を

よくするためにはまずは人からということを最

後に申し上げて、質問を終わらせていただきます。

ありがとうございました。 

○海老名 悟議長 以上で、一新会、13番島軒純一

議員の代表質問を終了し、暫時休憩いたします。 

  再開は午後１時10分といたします。 

 

午後 ０時０８分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 １時０９分 開  議 

 

○海老名 悟議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  午前中の島軒議員の質問に対する答弁について

一部訂正があるということであり、総務部長より

発言を求められておりますので、これを許可しま

す。須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 午前中の私の答弁の中身であ

りますが、普通交付税と条例定数の関係でござい

ます。普通交付税の算定上、消防団員に要する需

要額につきましては、単位費用の中に盛り込まれ

ており、人口10万人を標準として576人分、本市

に換算しますと536人分が措置されているもので

ございます。したがいまして、本市の条例定数は

1,016人でありますが、条例定数とは関係なく、

普通交付税には本市の実人数分は算入されてい

ないということでございます。訂正して、おわび

申し上げます。 

○海老名 悟議長 それでは、次に進みます。 

  明誠会、３番島貫宏幸議員。 

  〔３番島貫宏幸議員登壇〕（拍手） 

○３番（島貫宏幸議員） 明誠会の島貫宏幸です。 

  初めに、１期目半ばで会派を代表して質問させ

ていただく機会を与えていただいた同僚の相田

克平議員、木村芳浩議員、小島一議員に感謝をい

たします。また、本日の代表質問に際し、お忙し

いところ傍聴にお越しをいただきました皆様に

感謝を申し上げます。 

  中川市長におかれましては、就任早々、財政健

全化問題への取り組みや市立病院の精神科病床

廃止による民間病院との再編統合など、この１年

は政治経験の豊富さを生かし、課題解決に尽力さ

れました。新年度も引き続き米沢市勢発展のため

に御活躍をされますことを御期待申し上げます。

我々会派といたしましても、市勢の発展と市民生

活向上、安心して暮らすことができる社会の実現

のために、さまざまな政策への意見や提案をさせ

ていただく所存です。よろしくお願いいたします。 

  それでは、質問に入らせていただきます。 

  「持続可能な未来を創造するために」について

お伺いします。 

  このたび示されました市政運営方針、新年度当

初予算重点事業は、持続可能な市政運営の根幹を

成すものであり、まちづくり総合計画の第１期実

施計画と合わせた施策は、市民生活の向上と活力

ある地域社会の実現に向けて、本市の特性を最大

限に生かしながら積極的な推進を図ることが求

められていると思います。 

  初めに、新年度市政運営に当たり、重要視すべ

き課題について改めてお尋ねをいたします。 

  続きまして、（２）課題解決に向けた組織体制と

取り組みについて、各課組織内ではどのように行

政課題を共有し、解決策について検討がなされて

いるのか具体的に答弁いただきたいと思います。 

  次に、継続して取り組み成果を上げなくてはい

けないものは何かについてお尋ねします。 

  中川市政も間もなく２年目を迎えます。各施策

の実効性を確認するためには複数年取り組まな

ければならない事業も多く、今後の市政運営には

市民の関心も高くなっていると思います。中川市



- 41 - 

長が思い描く、継続して取り組み成果を上げなく

てはいけないものはどのようにお考えなのか、具

体策を含めお伺いいたします。 

  次に、大項目２つ目、「本市産業の将来像につい

て」、６点お尋ねします。 

  １つ目の産業振興策についてでありますが、本

市経済を支える重要な柱の一つが産業の振興で

あります。日銀のマイナス金利政策による設備投

資や消費活動の喚起も進まない中、先月17日に総

務省統計局が発表した昨年の家計調査によると、

１世帯２人以上当たりの月平均消費支出が28万

2,188円、前年比1.7％減で３年連続のマイナスと

なり、節約志向の根強さが明らかになりました。

背景には、経済の先行きを不安視する心理がまだ

まだ働いているのかもしれません。 

  本市では付加価値の高いものづくりや作物等の

振興を推進しておられますが、こうした各省庁で

発表されるデータも参考にしながら、一層の産業

振興に努めていかなければなりません。中小企業

振興策の充実や、安心して働ける場所の確保、さ

らには所得の向上を目指す取り組みは、税収によ

る自主財源の確保につなげるためにも大変重要

であります。 

  そこで、新年度における分野ごとの施策をどの

ように進めていかれるのか、少し掘り下げて御答

弁をいただきたいと思います。 

  次に、若年層の人口流出と雇用対策についてお

尋ねします。 

  昨年11月に示されました第２期米沢市工業振興

計画の資料で、市内在住の高校新規卒業者進路状

況によりますと、平成27年度卒業生825名のうち、

進学者が553名で67.5％、就職者が272名で32.5％

と、進学が就職を上回っており、転出者の数は高

どまりになっております。 

  また、高卒県内就職の産業別では、製造業が

46.3％で最も多く、次いで建設業が13.2％、卸・

小売業も同じく13.2％、医療・福祉では6.6％、

他業種についても以下１桁台となっていること

が明らかになりました。若い力を必要とする各業

界関係者にとって大きな課題になっているので

はないでしょうか。こうした状況を踏まえ、新年

度における若年層の雇用対策についてお尋ねを

いたします。 

  次に、生産年齢人口減少問題に対する本市の対

応策についてお尋ねをします。 

  生産年齢人口とは、御承知のとおり15歳から64

歳の年齢の方々を指しますが、高齢者を支える意

味でも、貴重な年代であると思います。昨年末公

表された厚生労働省がまとめた人口動態統計の

年間統計によりますと、2016年生まれの子供の数

が、1899年の統計開始以来初めて100万人を割り

98万1,000人となる見通しであることが明らかに

なり、2015年の100万5,677人から２万以上減少し、

少子化に歯どめがかからない状況が改めて浮き

彫りになりました。 

  本市においても出生数の低下は大きな課題でも

あります。18歳までは高校で教鞭をとり、先ほど

も御指摘申し上げましたが、卒業と同時に進学や

就職で半数以上が地元を離れることでその年代

にぽっかり穴があき、雇用問題のみならず、地域

の担い手が不足することから、地域振興にも影響

が出てきているのではないでしょうか。また、忘

れていけないのは、生産者であると同時に消費者

であることも申し添えなければなりません。地域

経済の好循環を論ずるには大事な要素であると

思います。 

  そこで、生産年齢人口の減少問題をどのように

捉え対策に臨んでおられるのか、その取り組みに

ついてお尋ねいたします。 

  次に、東北中央自動車道がもたらす経済効果の

認識についてお尋ねします。 

  既に御承知のこととは存じますが、福島市笹谷

の福島ジャンクションを起点とし窪田の米沢北

インターチェンジまでの総延長37キロメートル

が平成29年度に開通する予定となりました。現在

整備を進めている（仮称）道の駅よねざわの本体
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工事も間もなく始まり、本市のみならず、置賜地

域も網羅した新しい高速交通時代の幕があこう

としています。市政運営方針でも触れられており

ましたが、市民の皆様も交流人口の増加や観光振

興、企業立地での本市への経済波及効果に大きな

期待を寄せているのではないでしょうか。 

  この絶好の機会を生かすためにもしっかりとし

た準備を進めなければなりません。しかし、先月

20日に「東北中央自動車道利活用・地域活性化シ

ンポジウム」が開催された折、開通予定の認知度

が13.2％と低い状況であることが明らかになり

ました。また、移動時間が現在の約半分の20分に

短縮され、福島市も通勤圏となることが考えられ

ることから、こうした動向も注視すべき課題であ

ると思います。 

  そこで、東北中央自動車道の開通がもたらす経

済効果をどのように分析し、認識されておられる

のかお尋ねをいたします。 

  次に、地域商社設立の狙いと設立時期について

お尋ねします。 

  まち・ひと・しごと創生本部では、地方創生の

本格的な推進を図るための手だての一つとして

地域商社事業を掲げ、稼ぐ力の強化のもと、一部

地域では官民協働で設立がなされ、実務的な活動

が既に始まっております。新年度の重点事業のう

ち、米沢ブランド戦略事業の事業実施内容で地域

商社支援業務が記載されておりますが、本市にお

ける設立の狙いや柱に据えるべき事業、またいつ

ごろまでに設立を予定されているのかについて

お尋ねをいたします。 

  次に、東京オリンピック・パラリンピックでの

本市の産品ＰＲに向けた進捗についてお尋ねし

ます。 

  皆さん御承知のとおり、オリンピックは世界最

大のスポーツの祭典であります。日銀の調査統計

局が発表している「2020年東京オリンピックの経

済効果」によると、2020年の訪日外国人は3,300

万人と推計されており、開催期間中は１日当たり

最大92万人の観戦客が東京を訪れると予想して

います。その経済効果額については諸説あります

のでこの場では控えさせていただきますが、投資

と消費による効果は絶大であることから、大きな

期待を持てると言えます。 

  東京オリンピックの開催を契機に、インバウン

ド対策として、買い物や移動が便利な首都圏のみ

ならず、本市への回遊ルートを整備し、文化的体

験も含めた観光資源や食文化、伝統産業、工業製

品の認知度を一層高め、滞在日数の増加につなげ

る取り組みの準備も必要であると思います。 

  さて、中川市長より、東京オリンピックに向け

て有機ＥＬパネルを関係施設に設置していただ

けるよう調整中との報告がありました。何度も言

うように、このまたとない絶好の機会を逃すわけ

にはいきません。本市産品のＰＲを今後どのよう

に進めていくのか。また、現在の進捗状況につい

てどうなっているのかをお尋ねいたします。 

  次に、大項目３つ目の「中心市街地活性化策の

あり方と今後の展望について」お尋ねします。 

  まちづくり総合計画第１期実施計画で、コンパ

クトなまちづくりの推進に取り組んでおられま

すが、都市機能を中心市街地に集約することで、

買い物や医療、福祉など市民生活の利便性を向上

させ、住まう人をふやし、同時ににぎわいを創出

しようとするものと理解しております。ナセＢＡ

の開館をきっかけに、市民協働によるまち育てミ

ーティングで、そこから派生した夢プロジェクト

「竹あかり・ゆき・祈り」が、今回40回目の節目

を迎えた上杉雪灯篭まつりの協賛事業として西

條天満公園で開催されました。こうしたイベント

を充実させるのと同時に、このまちの将来のある

べき姿をしっかりと市民に示していかなければ

なりません。 

  都市計画マスタープランの策定事業が新年度よ

り始まりますが、どのような視点で策定を目指し

ていくのかお尋ねをいたします。 

  次に、周辺地域を結ぶ公共交通をどのように充



- 43 - 

実させるのかについてお尋ねします。 

  採算がとれないことから、大手バス交通会社が

運行していたバスが周辺地域路線から徐々に廃

止され、自家用車の保有台数が比例してふえたよ

うに思います。現在は市民バスが運行され、山上

地区と田沢地区では乗り合いタクシーが運行を

始めるなど、徐々に公共交通網が整ってきており

ますが、高齢者運転免許自主返納支援事業が新年

度から始まる予定になっており、周辺地域での交

通弱者対策が急務になっております。こうした現

状を踏まえ、周辺地域と町なかを結ぶ公共交通を

今後どのように拡充を図っていかれるのかお尋

ねをいたします。 

  次に、大項目４つ目の「教育行政について」の

うち、１つ目の小中学校適正規模・適正配置の内

部検討の進捗についてお尋ねします。 

  本市の中学校統合計画に基づき、平成32年度の

開校を目標に準備を進めていた（仮称）南地区中

学校の建設が、平成26年７月に教育再生実行会議

より、戦後約70年続いてきた６・３制を見直し、

小中一貫校を制度化し、９年間の教育課程を弾力

的に設定できるようにするとの提言を受けて、計

画を一旦立ちどまることを選択されました。 

  この間、さまざまな協議を経て、昨年12月、南

原地区地元代表者協議会から答申を受けて、この

１月の総務文教常任委員会、市政協議会において、

南原中学校の第二中学校への暫定的な統合を実

施する方針が示されました。この決定は、（仮称）

南地区中学校が新設されるまでの暫定的な措置

で、これからどのように検討がなされていくのか、

その行方に市民の関心は大変高いのが現状だと

思います。今年度は内部で検討し、新年度からは

外部委員を委嘱し検討する予定となっておりま

すが、本市小中学校の将来あるべき全体像につい

て、今年度はどのような内容を協議し検討を重ね

てこられたのか、その進捗についてお尋ねいたし

ます。 

  次に、生きていく力を身につける実践教育につ

いてお尋ねします。 

  昨今、個人主義や自由主義が台頭し、大人にな

るに従って協調性がやや失われつつある場面が

見受けられるようになりました。米沢には楽しく

過ごす施設がない、やりたい仕事がないなどが理

由で、都会への憧れからか進学や就職で、ふるさ

とのよさ、家族のありがたさを余り意識しないま

ま大都市を目指していく若者がふえているよう

に思います。本市では、自然や歴史、文化を活用

した義務教育がしっかりなされ、中学校では米沢

チャレンジウィークで地元企業での職場体験等

も行われております。自分の将来の目標や希望を

かなえるための大切な教育であると私自身も認

識しております。 

  ただ、進学や就職、結婚や子育て、車を買うこ

とや家を建てること、老後のことなど、ライフプ

ラン教育は義務教育で受けることが難しいのが

現状ではないでしょうか。本来は家庭で話し合う

べきことかもしれませんが、実情は厳しいように

感じております。このことを踏まえ、教育委員会

では生きていく力を身につけさせるためにどの

ような指導や取り組みをされているのか。また、

その認識についてお尋ねをいたします。 

  次に、大項目の５番目の「公共施設等適正管理

事業債についての本市の対応について」お尋ねし

ます。 

  先月、新年度予算の説明の折に議会にお示しを

いただいておりましたが、さきの熊本地震で、防

災上の大事な拠点である市庁舎が大きな被害に

遭いその機能を喪失したことを受けて、市町村役

場機能の緊急保全を図るため、3,500億円が新規

で計上になりました。対象となる条件は、昭和56

年の新耐震基準導入前に建設され、耐震化が未実

施の本庁舎の建てかえのための事業で、昭和45年

に建設された本市庁舎は、耐震化も未実施であり

ますので対象の建物であることがわかります。地

方債充当率も90％と大変有利になっており、ただ

し事業年度は平成29年度から平成32年度までの
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４年間であることから、早急に検討を進めるべき

事項であると思いますが、市立病院の建てかえ問

題や小中学校、コミセンの建てかえ等も予定され

ていることから、財政健全化のさなかでもありま

すので、計画性を持った十分な検討と市民の御理

解が必要だと思います。今後の対応をどのように

お考えなのかお尋ねをいたします。 

  結びになりますが、この３月をもって御退職な

される職員の皆様に、長年の御労苦をねぎらい、

敬意と感謝を申し上げ、壇上からの質問とさせて

いただきます。 

○海老名 悟議長 中川市長。 

  〔中川 勝市長登壇〕 

○中川 勝市長 島貫議員の持続可能な未来を創造

するための質問の２点について、私から答弁をい

たします。 

  新年度の市政運営に当たり最も重要な課題とし

て捉えているのは、産業振興による地域経済の活

性化であります。製造業の一部では受注が伸びて

いますが、非製造業では全般的に横ばい状態とい

う状況の中、人材の確保、特に高校卒業、大学卒

業時における若年層の転出は深刻な問題であり

ますので、転出者の抑制、転入者の増加を図るた

め、地元就職と定着の促進、ＵＩＪターン求職者

への支援などに取り組んでまいります。 

  また、東北中央自動車道の米沢－福島間の開通

を契機とした事業としまして、中央道を利用した

マラソンやサイクリング大会を開催する一方で、

隣県などでは米沢－福島間が無料区間であるこ

とを知らない方が多い状況であることから、本市

のＰＲとあわせて中央道開通の周知を図り、その

機運を高めていきたいと考えております。もちろ

ん道の駅整備についても、地域活性化につながる

よう県、関係市町と連携して進めていきたいと考

えております。 

  そのほかにも、少子化が進む中、子育て支援は

重要であり、新年度から小学６年生から数えて第

３子以降の保育料等の無償化を実施いたします。

少しでも子育てに関する家庭の負担の軽減を図

り、子育て支援の充実を進めるとともに、市民の

皆様が心配されております市立病院の老朽化に

ついてもできるだけ早く方向性をお示しするこ

とができるよう取り組んでまいります。 

  もう１点でありますが、今後継続して取り組み

その成果を上げなければならないものについて

の御質問でございますが、まず、私が就任した一

昨年の年末はちょうど次年度に向けた予算編成

の時期で、市の財政が悪化している中で、非常に

苦慮しながらその編成を行いました。同時に、今

年度から平成32年度までの財政健全化計画を策

定したところでありますが、計画に先駆け一部取

り組みを実施した平成27年度においては、単年度

収支が大幅な黒字となったものの、今後も健全な

財政運営に向けた取り組みを継続して進めてい

く必要があります。 

  また、国、県、そして周辺市町との関係につい

ても重要であります。午前中の一新会の代表質問

でもお答えいたしましたが、多種多様な価値観を

持つ人がふえ、行政の役割が高まってきている現

状において、一市町村だけで全ての行政サービス

を行うことについては厳しい現状があり、特に置

賜３市５町の広域連携については重要であるこ

とから、ともに連携し国、県への働きかけを行い、

また現在整備を進めている（仮称）道の駅よねざ

わを基点とした広域観光の推進体制を整備し、広

域的な視点に立ったまちづくりを進めてまいり

ます。 

  さらに、本市においても急激に進む人口減少に

おいて、特に人口の３割が高齢者という状況で、

高齢者の方々が元気に社会で活躍していただけ

るよう、健康長寿日本一を目指し、医師会や医療

関係機関などと連携し、市民の皆様の協力を得な

がら健康づくり運動を実施してまいります。この

ほかにも、就任前に申し上げていた県との人事交

流、第３子以降の保育料の無償化など既に実施、

あるいは新年度から実施するものもございます。 
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  しかしながら、本市の市政運営に当たって最も

重要なことは、進行する人口減少、そして厳しい

財政状況の中、いかに今後持続可能なまちづくり

を進めていくかではないかと考えております。そ

のためには、雇用の確保、地域医療の維持、安心

して子育てできる環境の整備など、米沢に住みた

い、米沢に住んでよかったと思われるようなまち

をつくっていく必要があります。 

  このようなまちづくりに当たってさまざまな施

策を実施してまいりますが、既に成果を上げてい

る施策、今後成果を上げなければならない施策の

実施に当たって、最大限の力を尽くして本市の市

政運営に努めてまいりますので、議員各位、市民

の皆様の御理解をよろしくお願いを申し上げる

次第であります。 

  私からは以上であります。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

  〔須佐達朗総務部長登壇〕 

○須佐達朗総務部長 私からは２点御答弁申し上げ

ます。 

  まず、１点目ですが、課題解決に向けた組織体

制の取り組みについてであります。 

  近年、情報化社会、少子高齢化社会、人口問題

などを背景に、住民の生活様式の多様化なども相

まって、行政課題も多種多様化、そして複雑化し

ている傾向にあります。 

  このような課題については、１つの部署だけで

解決できるものではないことから、関係課が組織

横断的に連携して取り組み、対応しているところ

であります。連携するに当たっては、お互いに連

絡を密にとり合い情報共有を図るほか、勉強会を

開くなどして、問題関係に向けて同じ目的意識を

持って業務を推進できるよう努めているところ

であります。 

  次に、職員育成の取り組みについてお答えいた

します。 

  本市では、人材育成基本方針におきまして「み

ずから進んで考え、行動し、創造する職員」を職

員像の一つに掲げ、このような職員となるべく人

材育成に取り組んでいるところであります。 

  人材育成については、人材確保から始まり、人

材開発、活用、評価というものをスパイラル方式

で継続して実施していくべきものと思っており

ます。中でも、人材開発として、日々の職場内で

の研修はもとより、課題解決の手法を学ぶ職場外

研修の実施やみずから率先して学ぶ自学への支

援など、さまざまな方向から職員研修に取り組む

とともに、他機関との人事交流により異なる組織

文化や行政手法を学ぶなどして、「みずから考え、

行動し、創造する職員」となるため意識づけ、動

機づけに取り組んでいるところであります。 

  時代は変化するものでありますが、どのような

時代にあっても、求められる職員像は大きく変わ

るものではないと考えているところであります。

引き続き、人材育成基本方針に基づくこれらの取

り組みを推進することによりまして、与えられた

課題を処理するだけでなく、みずから課題を発見

し、前向きに取り組む意欲を持った職員を育成し、

本市の課題解決に取り組んでいきたいと考えて

いるところであります。 

  次に、公共施設等の事業債の関係でございます。 

  既存公共施設の集約化、それから複合化、ある

いは転用とこういった事業につきましては、実は

平成27年度に公共施設等最適化事業債というも

のが創設されております。元利償還金に対して交

付税措置が行われることになりました。ただ、こ

の地方債につきましては、庁舎などの公用施設や

病院などの公営企業の施設を整備する事業につ

きましては対象外となっておりました。 

  御質問の公共施設等適正管理推進事業債につき

ましては、ただいま申し上げました公共施設等の

最適化事業債、これを継承するものでございます。

この公共施設等適正管理推進事業債であります

が、新たなメニューとして、市町村役場機能緊急

保全事業が加えられております。これは、御指摘

のとおり、熊本地震において、庁舎損壊により避
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難者支援や復旧業務がおくれまして、市民の生活

復旧に大きな影響を与えたことが契機となって

いるものであります。そのために追加されたもの

でございます。 

  対象につきましては、昭和56年の新耐震基準導

入前に建設されました耐震化が未実施の市町村

の本庁舎の建てかえ事業でございます。地方債充

当率が90％、そのうち75％分につきましては、元

利償還金に対して30％の交付税措置が行われま

す。簡単に言いますと、起債対象事業費の22.5％

の補助が受けられるという有利な制度でござい

ます。そして、実施事業年度につきましては、32

年度までの４年間という期限つきとなっている

ことにつきましては、これまた御指摘のとおりで

ございます。近隣の自治体においても、この制度

を活用して本庁舎を建てかえする方針を出した

団体が見られるところでございます。 

  御存じのとおり、本市の庁舎につきましては、

平成27年４月に完了した耐震診断によりまして、

震度６強程度規模の大地震発生時に「倒壊し、ま

たは崩壊する危険性が高い」との判定を受けてい

るところであります。また、その耐震補強につき

ましては、既存部の大規模な補強が必要となるこ

とから現実的ではなく、建てかえが推奨されてい

るところでもあります。この診断結果を受けまし

て、昨年行った市庁舎の耐震化工法等調査におき

ましても、耐震補強は現実的ではないとの検証結

果も出されております。大規模地震発生時の庁舎

機能を保全する上で、市庁舎の建てかえは有力な

候補となるものでございます。 

  今後、早急に市の方針を検討しますが、庁舎建

てかえを選択する場合については、当然この公共

施設等適正管理推進事業債の市町村役場機能緊

急保全事業を活用することになるものと考えて

いるところでございます。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

  〔山口昇一産業部長登壇〕 

○山口昇一産業部長 私からは、市政運営方針に掲

げました産業振興施策について、ＫＰＩ指標等が

あれば、これも含めて具体的な目的、目標につい

て説明していただきたいという御質問でありま

した。 

  まず、商工分野についてでありますが、１点目

としては、人材確保と若者の転出の抑制やＵＩＪ

ターンの促進などに係る施策といたしまして、昨

年度に引き続き、人材確保・定着促進事業を中心

に取り組んでまいります。この事業は、２市２町

の高校生や大学生とＵＩＪターン者の地元企業

への就職の促進と就職した若者の定着促進を目

的としておりまして、セミナーやガイダンスなど

への参加人数とＵＩＪターンの相談・紹介・マッ

チング件数等を具体的なＫＰＩ指標として持っ

てございます。このほかにも置賜地区雇用対策協

議会などと連携をした各種事業を行い、まち・ひ

と・しごと創生総合戦略のＫＰＩ指標である平成

31年度の地元高校卒業の就職者の県内就職率

71.4％と、地元大学・短大卒業就職者の県内就職

率25.0％の達成を目指してまいります。 

  ２点目としては、企業立地の促進についてであ

りますが、昨年度策定をいたしました総合計画で

成果指標に掲げましたそれぞれ２つの団地の利

用率、オフィス・アルカディアが56.6％、八幡原

が91.8％、この指標については現時点で上回って

いる状況になっております。東北中央自動車道の

開通を大きなアピールポイントとしながら、新年

度においても両団地への企業の立地と、特にオフ

ィス・アルカディアへの研究開発機能の集積を目

指して引き続き取り組んでまいります。 

  ３点目の山形大学の、仮称でありますが有機材

料システム事業化開発センターの支援につきま

しては、山形大学が整備をする施設の整備費用の

一部を支援することによって産学連携を一層促

進するとともに、企業がそれぞれに抱える課題や

ニーズに対応し、新たな技術や製品開発に取り組

める環境づくりを行いながら、付加価値の高いも
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のづくり企業を育成してまいりたいと考えてお

ります。 

  ５点目として、挑戦し続ける活力ある産業のま

ちづくりにおける施策のうち、市内の大多数を占

めます中小企業振興につきましては、創業支援計

画に基づき創業を促進するほか、一昨年に策定を

しました米沢市中小企業振興条例の基本理念に

基づき、販路開拓のための展示会への出展や新商

品開発に対する補助制度に加えまして、新たに展

示会に単独では出展できない企業のために、米沢

市として出展ブースを確保し小規模・零細企業の

出展の機会をつくるなど、販路拡大や経営改善等

の支援を強化しながら、地域経済を支える中小企

業の振興を図っていきたいと考えております。 

  ６点目として、本市産業のブランド化を推進す

ることにつきまして、米沢織物とそれから有機Ｅ

Ｌ照明をモデル事業として、技を起点とした米沢

ブランド戦略に基づいて取り組んでおりますが、

消費者やバイヤーの視点に立った訴求性の高い

製品づくりを行いながら、着実な販路の拡大につ

なげてまいりたいと考えております。これらの施

策によりまして、ものづくり産業振興の評価指数

として、平成32年度の製造品出荷額を6,400億円、

付加価値額を2,000億円と定めており、この実現

に向けて各種施策を展開してまいります。 

  次に、観光の振興策についてでありますが、新

年度は、新道の駅の開業に合わせました総合観光

案内所の開設準備とインバウンド誘客に特に力

点を置いてまいります。 

  新道の駅に設置する総合観光案内所の運営は、

米沢観光コンベンション協会への業務委託を予

定しております。この道の駅は、山形県南のゲー

トウエイとしての機能が求められていることか

ら、米沢観光コンベンション協会が旅行業２種を

登録し、置賜地域内の着地型旅行商品等を造成し

販売できる態勢も整備をし、あわせて外国人旅行

者にも対応するため、外国人観光案内所のカテゴ

リー２の認証も受けながら、タイムリーな観光情

報の提供に努め、本市のみならず、置賜地域そし

て山形県内への広域観光の周遊促進を図ってい

きたいと考えております。 

  また、インバウンド誘客としまして、国の交付

金を活用し、外国人旅行者の誘客を促進し、交流

人口の増加を図って域内消費を促していきたい

と考えております。具体的には、台湾での現地プ

ロモーションや海外の旅行雑誌及びＳＮＳ等の

媒体の活用による広報宣伝を強化をしてまいり

ます。あわせて、多言語ツールとして、宿泊施設

で活用できる指さし会話シートの作成や、米沢温

泉八湯での日帰り入浴が無料でできる「Ｈａｔｔ

ｏ－Ｐａｓｓ」の発行やインバウンドマップの作

成等、受け入れ体制整備の充実もあわせて図って

まいります。 

  農業分野におきましては、米沢市農業振興計画

に基づき、引き続き人・農地プランにおける地域

での話し合いを進めながら、多様な担い手を育成、

支援してまいります。 

  また、農地中間管理機構を活用し、意欲ある農

業者への農地の集積・集約化を図り、農業経営の

効率化と生産基盤の強化を促進し、「つや姫」等

の付加価値の高い米や消費者ニーズの高い園芸

作物づくり、米沢牛を初めとする畜産物のブラン

ド力の向上、米沢牛の増頭に向けた施策をあわせ

て進めてまいります。 

  さらに、鳥獣害による農作物被害を低減させる

ため、鳥獣害対策の検証を行い、地域事情に即し

た被害低減効果の高い対策を推進してまいりま

す。 

  地元木材につきましては、公共施設、住宅など

への利用促進と間伐材の活用を推進し、木質バイ

オマスエネルギーを含めた木材利用の拡大を図

りながら、林業・木材産業の活性化と森林の適切

な整備・保全につなげていきたいと考えておりま

す。 

  以上によりまして、米沢市農業振興計画に定め

ました平成36年度の生産額73億円の目標につい
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て、これを目指しながら取り組んでまいります。 

  次に、若年層、若者の人口流出に対応する雇用

対策についてお答えをいたします。 

  本地域の雇用情勢を見ますと、求職者の減少に

より、直近の昨年12月のハローワーク米沢管内の

有効求人倍率は1.32倍となっており、平成27年６

月以降、１倍を超える高水準で推移をしておりま

す。職種別に見ますと、専門職・技術職やサービ

ス業では2.5倍超、建設業では５倍超となるなど、

議員御指摘の老人福祉施設に限らず、多くの職

種・分野において人が集まりにくい状況にありま

す。 

  高校生の進学・進路については御質問の中にあ

りましたので、ハローワーク調査による市内大学

生、短大生の就職内定状況を見てみますと、例年

大学生については就職内定者の約９割、それから

短大生については約５割が県外企業から内定を

受けているというふうな現状になっているよう

であります。せっかく進学で本市に転入をしてき

ても、就職を機に大多数が転出をしているという

のが現状となっているようであります。 

  こうした状況から、本市産業の維持・発展のた

めに労働力人口を確保していくには、本市で学び

育った若者の定着・回帰を促進する取り組みが大

変重要になるものと考えております。 

  米沢商工会議所に委託をして実施をしておりま

す米沢地域人材確保・定着促進事業では、市内学

生や保護者を対象とする企業見学会などの実施、

進学等で首都圏に転出した若者をターゲットに

した東京での就職相談会の開催、ウェブサイトに

よる求人情報システムの構築、大学と地域企業が

連携した学生のインターンシップのあっせんな

ど、学生や保護者に地域の企業の魅力を知っても

らうための多面的な取り組みを展開をしており

まして、今後とも引き続き事業内容をブラッシュ

アップしながら、継続的に取り組んでいくことと

しております。 

  このほかにも米沢商工会議所による長期インタ

ーンシップ事業、それから経済事情等で大学進学

が困難な若者の学業と仕事を両立できるような

仕組みづくりの検討など、市内でもさまざまな取

り組みが進められているところであります。 

  続きまして、地域商社設立の狙いと設立の時期

についての御質問にお答えをいたします。 

  地域商社は、現在進めております米沢ブランド

戦略に基づき、本市の恵まれた地域資源を生かし

た特産品や工芸品、地域イメージなどから成る米

沢ブランドを確立し、主に首都圏をターゲットと

して生産者と市場をつなぐ役割を担うものであ

ります。販路を見据え、マーケットを重視し、消

費者目線で生産者への営農指導から加工、包装手

法なども企画しながら、地域内外の販路とつなげ、

地域の経済活性化を図りたいと考えております。 

  これまでは、農畜水産物の販路開拓、飲食店等

とのマッチング等の支援について、農林課が事務

局である米沢おしょうしなショップ運営協議会

で行っておりましたが、行政による事業支援だけ

では十分とは言えない面がありますので、今後、

生産者や事業者の収益を向上させ、継続的な事業

展開を図るためにも、民間活力による地域商社の

機能を持った事業主体を設立し、みずからが企画、

運営、広報、マーケティングといった事業を行い、

もうける仕組みづくりを行っていくことが大切

だろうというふうに考えております。 

  具体的な手法といたしましては、まち・ひと・

しごと創生本部の事務局が主催をいたします地

域商社協議会による研修会においてもアドバイ

スをいただいておりますが、新規法人としての地

域商社の設立にはハードルが高いため、行政や米

沢ブランド戦略協議会と連携する形で、既存の事

業者等に地域商社機能を担っていただくことが

現実的であると考えておりまして、今後は地域商

社となる得る事業者を発掘し養成するためのア

ドバイザーを派遣するなどの支援を予定しなが

ら、ＫＰＩといたしましては、来年度末までに地

域商社の機能を担っていただく事業者を養成で
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きるように事業を推進していきたいと考えてお

ります。 

  次に、2020年開催の東京オリンピック・パラリ

ンピックにおける本市産品の活用促進に向けた

取り組みについての御質問にお答えをいたしま

す。 

  まずは商工分野についてでありますが、オリン

ピックで本市産品が採用されれば、「ジャパンブ

ランド」としての全世界への発信による波及効果

は絶大なものがあると考えております。 

  御指摘のように、本市では昨年５月、中川市長

みずからが担当大臣を訪問し、競技施設等の照明

や大会のＰＲ活動等における有機ＥＬ照明の活

用を要望してまいりました。 

  また、山形県においても、政府の施策等に対す

る提案の中で、今後建設が進められる競技会会場

や選手村等での地方産品の利活用を要望してお

りますが、政府に提出された提案書では、「貴賓

室への有機ＥＬ照明の利用」や「選手村等向けの

米織のはかま地仕立ての室内履き」などの本市産

品の具体例も掲げておりまして、その活用を呼び

かけているところであります。 

  さらに、昨年11月には東北６県の知事が東京都

知事を訪問し、東北の産品の活用を要望するなど

の動きもございます。 

  このように、現状では地方の首長を中心とした

提案・要望活動が展開されているところでありま

すが、今後大会組織委員会等から具体的な設備・

機器等の導入方針が示されるものと思われます

ので、まずはその情報を的確に把握をしながら、

県や関係団体とも連携を密にして今後の進捗を

進めてまいりたいというふうに思っております。 

  一方、これに伴います農林分野の食材について

でありますが、山形県が県産農産物を使っていた

だくための対策や準備を進めております。本市と

しましても、この機に米沢の農畜産物を積極的に

ＰＲしていきたいというふうに考えております。

東京オリンピック・パラリンピック組織委員会が

ことしの夏ごろまでに具体的な品目やその量に

ついて案をまとめるというような報道があった

ところでありますが、食材提供には、農畜産物の

安全性を確認する上で、農業生産工程管理、いわ

ゆるＧＡＰの認証取得が要件となる可能性が高

いというふうに伺っております。このＧＡＰにつ

いては、現在山形県が主体となって勉強会が開催

されております。生産者への認証制度の浸透と拡

大については農業者団体の役割となっていると

ころでありますが、本市といたしましても、引き

続き勉強会等への参加と情報収集に努めていき

たいというふうに考えております。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 堤健康福祉部長。 

  〔堤 啓一健康福祉部長登壇〕 

○堤 啓一健康福祉部長 私からは、２の（３）人

口減少問題に対する本市の対応策としての子育

て支援策について、平成29年度に取り組んでいく

施策についてお答えいたします。 

  生まれてくる子供の数が減少している状況の中、

保育を必要とする子供の割合は増加傾向にあり

ます。このことから、保育所の施設整備による定

員増や、幼稚園から認定こども園等への移行の支

援を行い、平成29年度４月には保育を必要とする

子供の受け入れ枠を定員ベースで1,772人と、平

成28年度４月に比べ約260人分の定員増となる見

込みであります。 

  平成29年度は、教育・保育の受給対象者の増加

に対応するための子供のための教育・保育給付事

業に24億4,800万円余りを計上したところであり

ます。今年度、支給認定２号・３号の入所児童に

つきまして、小学校３年生から数えて第３子以降

の保育料を無償としておりましたが、平成29年度

からは、支給認定１号の子供も加え、小学６年生

から数えて第３子以降の保育料を無償化する経

費も含めて計上いたしました。 

  この小学校６年生から数えて第３子以降の保育

料の無償化につきましては、今年度まで保育所、
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認定こども園を利用する世帯としておりました

が、平成29年度は幼稚園、認可外保育所、児童セ

ンターにも対象を拡大することとしたところで

あります。この本市独自の第３子以降の保育料無

償化による軽減額の総額は約5,100万円となり、

多子世帯における保護者の負担軽減につながる

効果的な支援であると考えております。 

  私からは以上であります。 

○海老名 悟議長 杉浦建設部長。 

  〔杉浦隆治建設部長登壇〕 

○杉浦隆治建設部長 私からは、２項目めの本市産

業の将来像についてのうち、東北中央自動車道が

もたらす経済効果の認識についてと、３項目めの

中心市街地活性化のあり方と今後の展望につい

てのうち、都市計画マスタープランとの整合性を

どのように図るのかについてお答えいたします。 

  まず初めに、東北中央自動車道がもたらす経済

効果の認識についてお答えいたします。 

  現在国土交通省で工事を進めております東北中

央自動車道福島－米沢間でありますが、御承知の

とおり、平成29年度中に開通予定となっておりま

す。本市にとってこの開通は、山形県の南の玄関

口として、全国の高速交通網のネットワークと直

接つながる大きな出来事となり、無料区間という

ことも加え、関東圏などからの人や物の流れが活

性化、加速化することが予想されます。 

  このことは、企業誘致、観光振興、農産物等の

地場産品の市場拡大の可能性を押し上げるツー

ルになるのは無論のこと、東北最長の道路トンネ

ルで県境の山間部を貫くことから、所要時間の大

幅な短縮に加え、大雨や風雪による事前通行どめ

を解消し安定した交通網が確保されるなど、一年

を通して安全・安心・快適に通行することが可能

になりますので、さまざまな分野で大きな効果が

期待されるところであります。 

  開通による時間短縮や定時安定性の効果は、企

業にとっては所要時間の短縮をほかの労働に振

り向けることができるようになるだけではなく、

輸送コストの低下にもあらわれてくるものと思

われます。 

  加えて、米沢八幡原インターと米沢中央インタ

ーが八幡原工業団地や米沢オフィス・アルカディ

アにほぼ直結していることから、立地環境の優位

性を生かした企業誘致活動と進出によるハード

整備などの投資、そして地元雇用の創出が期待さ

れるところであり、立地企業活動が活発となれば

さまざまな面で波及効果の発現が期待されると

ころであります。 

  また、ゲートウエイ機能とインバウンド機能を

備えた道の駅整備や、置賜地域を規格の高い道路

ネットワークで結ぶ国道287号米沢北及び米沢川

西バイパス整備が進捗することでさらに広域的

な観光が実現することになりますので、本市のみ

ならず、県南地域における交流人口の拡大が期待

されます。 

  一方で、置賜圏外への各種資源等の流出も懸念

されることから、今まで以上に置賜圏の結びつき

を強化するとともに、雇用対策等をしっかり取り

組む必要があると思っております。 

  このように、東北中央自動車道の開通がもたら

す効果、インパクトは、本市にとって今までにな

い相当大きなものであると認識しているところ

であります。そのようなことから、今後、開通に

向け、さまざまな方策や関係団体と連携し認知度

アップに努め、東北中央自動車道供用開始の効果

を最大限受けられるように一層力を入れてまい

ります。 

  次に、中心市街地活性化策のあり方と今後の展

望についての都市計画マスタープランとの整合

性をどのように図るのかについてお答えします。 

  御承知のとおり、都市計画マスタープランは、

都市計画に関する基本的な方針などを定めるも

のであります。現マスタープランは平成32年まで

の期間となっておりますが、都市計画マスタープ

ランを策定する場合には、市の最上位計画に位置

する「米沢市まちづくり総合計画」や県が策定し
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ます「都市計画区域マスタープラン」などの上位

計画に即する必要があります。また、関連する各

種計画とも整合を図る必要があります。 

  次期マスタープランの策定には複数年要する見

込みですので、具体的な作業につきましては、現

在山形県で策定中の上位計画である「都市計画区

域マスタープラン」の内容や、国勢調査の人口集

中地区（ＤＩＤ）などの公表結果を待ちながら、

平成29年度から準備を始めてまいりたいと考え

ているところであります。 

  御質問の中心市街地活性化策と整合性、かかわ

りにつきましては、平成28年度からスタートいた

しました「米沢市まちづくり総合計画」における

「市街地形成の基本的方向」に示す「密度の濃い

まちづくり」を基礎に、現在の中心市街地が抱え

ている課題などを整理し、議論しながら進めてま

いりたいと考えております。 

  私からは以上であります。 

○海老名 悟議長 我妻企画調整部長。 

  〔我妻秀彰企画調整部長登壇〕 

○我妻秀彰企画調整部長 私からは、中心市街地活

性化対策のあり方と今後の展望についてのうち、

周辺地域を結ぶ公共交通をどのように拡充させ

るかについてお答えいたします。 

  まず、周辺地域を結ぶ公共交通の現状としまし

ては、山交バスが運行している５つの路線のほか

市民バス廃止代替路線があり、いずれも市街地を

起点として放射状に周辺地域まで運行しており

ます。市民バス廃止代替路線につきましては、か

つては３路線を運行しておりましたが、御承知の

とおり、うち２路線をデマンド型乗り合いタクシ

ーに移行し、地域の実情に即した公共交通への見

直しを図ってまいりました。 

  次に、今後の計画でありますが、議員お述べの

とおり、高齢化や運転免許証自主返納者の増加な

どにより、今後ますます公共交通の充実を望む声

が大きくなってくるものと予想され、コンパクト

なまちづくりを進める中で重要な課題であると

認識をしております。 

  一方で、公共交通を充実させていくためには、

既存の民間交通事業者といかに調整を図ってい

くかという点も重要であり、特に行政が行う公共

交通事業は、民間交通事業者のサービスを補完す

るものとして位置づけられておりますので、業者

の重複をできる限り避けるとともに、民間活力を

最大限活用することに留意する必要があります。 

  また、費用対効果という視点からも、利用者の

減少や赤字の増加が進んでいる本市の公共交通

の現況に照らした場合、地域の需要に見合った効

率的な交通サービスを提供していくことが求め

られております。 

  そのような中で、市が行う公共交通の充実策と

しましては、まずは「公共交通空白地」の解消を

進めていくこととしまして、持続可能な公共交通

実現のためにも、新年度には地域との協働により

必要とされる公共交通システムを検討し、導入の

可能性を探ってまいりたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 大河原教育長。 

  〔大河原真樹教育長登壇〕 

○大河原真樹教育長 私からは、小中学校の適正規

模・適正配置、そして生きていく力を身につける

実践教育についてお答えいたします。 

  初めに、適正規模・適正配置の進捗状況につい

てでありますが、内部検討を行った今年度につき

ましては、本市の教育のあり方から小中一貫教育

について取り組むべきかについても検討を行い

ながら、仮に小中一貫教育に取り組む場合は一体

型がいいのか分離型が可能かなど、多種類の可能

性を検討してまいりました。また、統合した場合

のシミュレーションについては、児童生徒数や学

級数による全市でのバランスや、おおよその通学

距離や時間について、またその場合における適正

配置場所や周辺部の道路環境などについても検

討を重ねてきたところです。 

  来年度につきましては、小中一貫校におけるメ
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リットやデメリットなどや、ある程度ケースを絞

った適正規模・適正配置の今後の方向性などにつ

いて、外部検討委員会で協議検討をお願いしたい

と考えております。その外部組織の構成やその諮

り方については、現在検討をしているところであ

ります。 

  次に、生きていく力を身につける実践教育につ

いて、学校ではどのように行っているかについて

お答えいたします。 

  社会がますます複雑多様化し、児童生徒を取り

巻く環境も大きく変化し、学校においては「生き

る力」を育み健やかな成長を促すため、児童生徒

の実態、地域の実情等をもとに、地域と一体にな

った特色ある教育や一人一人の個性に応じたき

め細かな指導が求められております。その中で、

みずから考え、主体的に生き方を考えられるよう、

学校の教育活動全体を通して計画的に指導を行

っております。 

  その一つに、市内全中学校では、職場体験学習

「米沢チャレンジウィーク」を実施しております。

事前学習では、職業調べや働く人々に学ぶ会、マ

ナー講習会などの機会を設け、社会人、職業人と

して自立していくことができるよう、地域の教育

力と連携して行っております。職場体験は本物に

触れ社会を知ることができる貴重な機会であり

ますし、米沢を誇りに思う「郷土愛」や、ここで

暮らしたい、このまちで生きていきたいという

「地元志向」を育成することも大変重要であるも

のと考えております。 

  また、小学校では「２分の１成人式」を行って

いる学校もあり、自己の生活や生き方を振り返る

とともに、自己実現へ向けてのよい機会となって

おり、意義深い取り組みであると考えております。 

  今後も一人一人が生きていく力を身につけ、明

確な目的意識を持って日々の学校生活を送り、主

体的に選択・決定できる能力を高め、しっかりと

社会的・職業的自立の基盤を形成できるよう努め

てまいりたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 島貫宏幸議員。 

○３番（島貫宏幸議員） 御丁寧な御答弁まずはあ

りがとうございました。 

  今まで予算の勉強会なども通してさまざまな施

策について御説明をいただいておりましたが、自

席からの質問ということで、何点か先にちょっと

お話をさせていただいた部分もありますので、そ

の点について再質問させていただきたいと思い

ます。 

  私からは、２番目の（２）（３）について、若

年層の人口流出と雇用対策、そして生産年齢人口

減少問題に対する本市の対応策に関連する部分

で、これは総務省で一生懸命今推進しているふる

さとテレワーク推進事業というのがあります。テ

レワークというのは、職場に出勤せずとも電子媒

体を使って遠距離であっても仕事ができる、そう

いう働き方の総称であります。会社に出勤しない

というふうなことで仕事ができることで、子育て

やあるいは介護などにも時間をある程度使える、

そういうメリットもあろうかと思います。 

  そうしたテレワークについて、本市の認識につ

いてお尋ねをしたいと思いますが、いかがでしょ

うか。 

○海老名 悟議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 テレワーク、前からそう

いう勤務形態というものがあるというのは私ど

ものほうでも承知しているところではあります

が、行政のかかわりというものについては、最近

徐々にクローズアップされてきたものと認識し

ております。米沢市においでいただいた方がこち

らで働いて例えば東京の仕事をするとかという

ものが、非常に移住という面で見ても魅力ある働

き方のパターンだと思いますが、これから行政と

して何を準備してとか、どういうことを売りにし

て果たして訴えればいいかというところをまず

は勉強させていただきたいなと思っております。 

○海老名 悟議長 島貫議員。 
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○３番（島貫宏幸議員） 私もこれをいろいろ調べ

ているうちにわかったんですが、一生懸命今頑張

っているのは徳島県ということで勉強会でもち

ょっと御紹介させていただいたんですが、もとも

とそういう通信環境が余りよくないというとこ

ろに、どうせやるなら今の最先端の通信網を準備

しようということで始めたそうです。それに目を

つけた企業さんはテレワークという形で、海が近

いし魚もおいしい、雪も降らないということもあ

ろうかと思いますが、会社ごと移動された。そこ

の中で本社とつなぎながら仕事をやりとりされ

ているというふうなことがあります。 

  そうした企業誘致もそうなんですが、働き方が

どんどん変わってくる。働き方改革であったり、

同一賃金同一労働というふうな観点から言えば、

そうした道もこれから模索をしていくべきとい

うふうに思っております。 

  また、お試し宿泊体験というふうなことで新年

度事業を新しく立ち上げられました。どういう目

的で来るかというふうなことは、まず来て、ちょ

っと泊まってどんな雰囲気かなと試すというふ

うな機会になろうかと思うんですが、事仕事とな

れば、どういう仕事があって、学校がどんな感じ

でというふうなことにもなると思います。テレワ

ークがもし実現できる、そういう会社さんに勤め

ていらっしゃって可能だということであればす

ぐ移行できるというふうに思いますので、そうし

た点もこれから推進していっていただきたいと

思いますが、もう少し前向きな御答弁をいただき

たいんですけれども、いかがでしょうか。 

○海老名 悟議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 御承知のとおり、米沢市

の通信環境は、通常会社ごとに移動されるという

ことになるとまた別の考え方もいろいろなイン

フラも必要だと思うんですが、恵まれていると私

どものほうは認識しております。ケーブルテレビ

等の回線、あと各種光、民間の光等もありますの

で、その点については、私ども例えばこれから首

都圏のほうでＰＲするというようなところにお

いては、これからの時代そういうところも大きな

ポイントになってくると思いますので、ぜひその

内容も、通信インフラというものも盛り込んでＰ

Ｒをさせていただきたいと思っております。 

○海老名 悟議長 島貫議員。 

○３番（島貫宏幸議員） ぜひもう少し事例なんか

も踏まえてさまざまな角度で発信していただけ

るように、いろいろとこれからも取り組んでいた

だきたいと思います。 

  次ですが、教育行政について、ちょっと飛びま

すけれども、生きていく力を身につける実践教育

についてということで先ほど教育長から御答弁

をいただきました。ここで１つの事例を紹介した

いんですが、経済産業省主催の第４回キャリア教

育アワードを受賞された授業を御紹介させてい

ただきます。 

  ライフプランニング授業というふうなことです。

壇上でもお話しさせていただきましたが、進学や

就職、結婚、子育て、車を買ったり家を買ったり、

老後の生活や趣味を将来的に順調に行っていく

ためにも、どの年代でどういう目標を立てて、幾

らお金がかかるんだというふうなことを具体的

に勉強できる機会であります。これは考え方がさ

まざまあると思うんですが、民間の生命保険会社

さんがボランティアでされているというふうな

ことであります。そういう民間の保険会社さんが

指導に当たるということは、やはりなかなか難色

を示される場合があるんですが、ボランティアで

やっていただいているということで、私は今まで

２回ほどかかわらせていただいたんですが、中学

校と高校１回ずつであります。全国でこうした取

り組みが中学校では195校、県内は６校で授業を

開催をしているというふうなことであります。 

  そうした点について以前一般質問でもさせてい

ただいたんですが、いろいろ勉強していきたいと

いうふうなそのとき御答弁をいただいたと思う

んですが、この件について今の所感をお伺いした
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いと思いますが、いかがでしょうか。 

○海老名 悟議長 佐藤教育指導部長。 

○佐藤 哲教育指導部長 今お話しいただきました

ライフプランニング授業ですが、私も学ばせてい

ただきました。大変興味深いものでありました。

私たちは、自分たちの夢を持てとか、夢の実現に

向かってというようなことを子供たちにも話し

てはいるんですけれども、じゃあ実際にどういう

道筋でどんなふうにしていけばいいのか具体的

に考えさせるというところは、なかなかまだ弱い

部分があるのかなというふうに思います。中学校、

高校とやはり発達段階もありますので、どの段階

でどのぐらいのことを考えられるか、それは学年

にもよると思いますけれども、このライフプラン

ニングのような方法を参考にしながら、自分の夢

や目標の達成に向けて具体的に考える機会を持

つということは大変意義深いものであると思い

ますので、紹介しながら、各学校でこのような取

り組みがされるように指導してまいりたいと考

えております。 

○海老名 悟議長 島貫議員。 

○３番（島貫宏幸議員） 先ほど来、若年層の流出

だったり生産年齢の人口の減少問題についてお

話が出ておりますけれども、やはり働く前の、例

えば専門学校、短大、四大でもいいんですけれど

も、なぜ行かなくてはいけないのか。行って何を

学んで、どういう仕事につきたいのか、そのため

には幾らお金が必要なのかということを具体的

な指導をいただけるというふうなこともありま

す。 

  それと、ほかに、やはりもう少し地元の企業の

ことについてもさまざま知っていただく機会を

同時にやることで、選択が当然出てきます。そう

いうお金が幾らかかるかということを知った上

で選択、右に行くのか左に行くのかということは、

これから成長する段階において大変意義のある

考え方を身につける機会になると思いますので、

しっかり取り組んでいっていただきたいなとい

うふうに思っております。 

  民間の保険会社さんの今事例を紹介しましたが、

やはり義務教育の中で先生方がそうしたことに

対応するというのは、今多忙じゃないですか。そ

れにプラス本当にそういう教育を推進できるの

かなということもありますので、その点について

もう一度ちょっとお聞きしたいんですが、いかが

でしょうか。 

○海老名 悟議長 佐藤教育指導部長。 

○佐藤 哲教育指導部長 今お話しのとおりであり

まして、学校においては新しい学習指導要領の実

施に向けて教育課程をどうするか検討を始めて

いるところであります。自分の生き方を考える、

将来について考えるということは、道徳でありま

すとか総合的な学習の時間、または学校教育全体

を通してとても大切にしていかなくてはならな

い、そんなふうに考えております。 

  今回御紹介いただきました事例につきましては、

私はとても具体的に考えるものであるというこ

とで評価しております。先ほど申しましたとおり、

ただ夢の実現のために頑張れ頑張れとそういう

のではなくて、より具体的に、そしてイメージを

持たせるそういった手法というのは非常に参考

になると思いますので、紹介していきたいという

ふうに思っております。 

○海老名 悟議長 島貫議員。 

○３番（島貫宏幸議員） 関連してなんですけれど

も、今学校の授業でＩＣＴを活用した授業に取り

組んでおられます。将来的にＡＩやＩＣＴの台頭

によって人にかわって仕事をどんどんできる社

会が何十年後かに訪れるわけなんですが、できれ

ばそうしたことも含めて、傾向はこうだよと、君

たちの20年、30年後は世の中こんなことになって

いて、働くところがこんな環境変わっているんだ

よということも同時に教えていくべきだと、教育

していくべきだと思いますが、その点については

いかがですか。 

○海老名 悟議長 佐藤教育指導部長。 
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○佐藤 哲教育指導部長 今お話しのとおりだと思

います。それでは、将来に向けて私たちはどんな

子供たちを育てていけばいいのか、また子供たち

はこれから将来どんな仕事をしていくのか、私た

ちでなければできないことは何かというところ

を真剣に考えていかなければならない、そんなふ

うに考えております。そうした意味では、やはり

自分の生き方を考えるということの時間はとて

も貴重なものだというふうに思いますので、大切

にしていきたいというふうに考えております。 

○海老名 悟議長 島貫議員。 

○３番（島貫宏幸議員） 午前中の市長の答弁で、

未婚男子が13市で一番高いというふうなことで

ありました。やはりそうした意味で、結婚観を養

っていく。人口減少になるとどういう社会が訪れ

るんだというふうなことも、やはり早いと言われ

るかもしれません。先生方にはそんな印象を持た

れるかもしれませんが、子供たちは意外と、出前

市議会をやらせていただいた折に、何でもかんで

もスポンジのように吸収する年だというふうに

私は思います。そうした意味でも、人口が減って

この地域はどういうふうになっていくんだとい

うことをシミュレーションを通して教えていく

ということが大変必要だなと思いますけれども、

できればこの点については市長からもお答えい

ただきたいなというふうに思いますけれども、い

かがでしょうか。 

○海老名 悟議長 中川市長。 

○中川 勝市長 教育現場の話ではありますけれど

も、一般的に申し上げまして、やはり人格を形成

する前の子供たちの育成につきましては、単に学

校教育だけの問題ではないであろうというふう

に思っております。自立する子供の育成の基本は、

やはり家庭内が一番の要因であるというふうに

私は理解しております。そういった中で、親がし

っかりと働いて、そして家庭を守り生活をしてい

くと、そういったことをどうやって子供に見せて

いくか、こういったところが一番大切になるので

ないかなというふうに思っているところであり

ます。でありますので、幼児のころからそういっ

た子供とのかかわりをまずどう持って、親がどう

いうようなことでそういった自立心を育ててい

くようなこともやっていくか。ただ、社会的には

今非常にひとり親家庭なんかもふえております

ので、単に今言ったようなことだけで達成できる

ものではないのかなということも思っておりま

す。 

  そういった面において、どのような状況にあっ

ても、大きくなったら、学校を卒業したら自分で

働いて、自立して、そして将来的に家庭を持って

ちゃんと子供も育てていくと。そういった自立心

の育て方というのは、まず１点目は、先ほど来申

し上げていますように、家庭とともに学校教育の

中でもそういったことをどうやって教えていく

かということが、これからの人口減少社会の中で

子供が自立していくために一番重要な課題では

ないかと、このように捉えております。 

○海老名 悟議長 島貫議員。 

○３番（島貫宏幸議員） むちゃぶりですが、答弁

いただきましてありがとうございます。やはり学

校、そして家庭と両方でそういう課題を共有しな

がら、今お話しさせていただいた事例も踏まえて

やはり子供を育てていく。そして大人になったと

きに、やはり地元にどれだけ貢献してくれる人材

を育てていくかというふうなことは、これからの

視点ではすごく大事な部分でありますので、しっ

かりと取り組んでいただけるよう、検討いただけ

るようお願いを申し上げます。 

  時間がなくなりましたので、次に行きます。５

番目の公共施設等適正管理推進事業債について

であります。 

  先ほど総務部長からも御答弁をいただきました

けれども、県内だと、この３月の定例会で尾花沢

市がどうやら新庁舎の予算を計上されてきたと

いうふうなことであります。この出てきた今回の

管理推進事業債について、使った場合のメリット、
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使わなかった場合のデメリットについて、もう少

し掘り下げて御説明いただきたいと思いますが、

いかがでしょうか。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 まず、壇上でも申し上げまし

たが、地方債の充当率、資料を多分お持ちかと思

いますが、これが90％で、交付税措置対象分とし

ては75％、そして交付税措置がその30％というこ

とで、逆算しますと22.5％が何らかの補助を受け

られると。そういった意味では非常に有利な財源

になるのだろうというふうに思います。一般的に

建てる場合よりも、こういった有利な財源を活用

することで、本市ではなかなか困難だと思われる

ようなこういった事業にも着手しやすくなって

いくのではないかと思います。 

  ただ、デメリットを申し上げますと、やはり期

間がどうしても短い、本市にとっては短いという

ふうに思います。ですので、その短い期間の中で

この制度を活用できるかどうか現実的には既に

検討しております。担当課、財政それから総合政

策課を中心に、場所まではいきませんが、どうい

った庁舎規模がいいんだろうかというようなこ

とを内々には検討してございます。もう少し時間

が必要なわけですが、急いで検討を進めたいと思

っているところでございます。 

○海老名 悟議長 島貫議員。 

○３番（島貫宏幸議員） 聞き取りの際に会派の勉

強会でちょっと話しした事例もお話しさせてい

ただいたんですが、今回庁舎が、仮にの話で、駐

車場南側に建てた場合の想定のお話をいただき

ました。その際、市立病院も大分老朽化をしてい

るというふうなことで、この際一緒にできないか

というふうな、ちょっと無謀かもしれませんが、

そんな夢のある話も少しさせていただいたとこ

ろ、聞き取りの中で、市立病院の場合は、公営企

業債は今回の適正管理推進事業債と一緒に使え

ないというふうなことでありましたので、ちょっ

とずっこけてしまったんですけれども、これをも

し仮に推進するというふうなことになった場合、

市民との信頼関係を築くためには、しっかりと説

明をしていくということは当然出てくると思い

ます。いずれ市庁舎の建てかえ、学校の建てかえ、

そして市立病院の建てかえというのは必ず来る

というふうに思いますけれども、その際、どうい

う形で市民合意を得るためにいろいろな手だて

をされていくのか、市民との信頼関係を構築され

ていくのか、その点についてお話しいただきたい

と思います。いかがでしょうか。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 御質問の背景には、こういっ

た有利な事業債が用意されたことで急に生じた

建てかえの話ではないのかというのがあるかと

思います。その辺のところも含めて、本市の庁舎

の現状も含めてですが、そういったことをやはり

十分に説明していく必要があるだろうなと思い

ます。 

  この庁舎につきましては、古いものであります

ので、いずれ建てかえは必要です。その建てかえ

に当たって、将来こういった有利な制度が果たし

て出てくるのかどうか。熊本地震という契機があ

ってこういったものを適用できそうなわけです

ので、唐突さは否めないわけですが、その部分を

住民と十分に話し合いながら、できるかどうかは

まだ未定なわけですが、もし可能であるとするな

らば、どういった形であれば住民の方が理解して

いただけるか、あるいは議会にも納得できる御説

明ができるかどうかを含めて、議会と相談しなが

らさまざま検討していきたいと思っているとこ

ろでございます。 

○海老名 悟議長 島貫議員。 

○３番（島貫宏幸議員） 聞き取りの際でも少し雑

談的にお話しさせていただいたんですけれども、

今回、例えば仮に市庁舎を先に建てる、そして病

院を少しずらして建てるとなった場合でも、支払

いの期間が少しかぶる場合があると。そうした場

合の財政的なやはり裏づけと、それに対する市民
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への説明というのが当然出てくるというふうな

こともございますので、相当な検討は進めていか

なければいけないというふうに思います。我々議

会に対してもしっかりと説明をしていくべき大

変重要な課題だと思いますので、よろしくお願い

したいなというふうに思いますけれども、もし可

能であれば、中川市長から一言、これについての

御答弁をいただければと思いますが、いかがでし

ょうか。 

○海老名 悟議長 中川市長。 

○中川 勝市長 今まで市民の皆様の関心事は、建

てかえ関係については、何といってもやはり市立

病院の建てかえをどうするんだというようなと

ころで、議会も特別委員会を設置しながら検討さ

れてきたという経過がありますので、市民の皆様

も多くはまず市立病院であろうというふうに理

解をされていたのではないかというふうに思っ

ております。 

  ただ、今総務部長が申し上げましたように、こ

の耐震工法の診断の結果、非常に市役所も危険な

状況にあるという報告をいただいたわけであり

ます。これは単に市役所職員の危険的なことだけ

でなく、市民もこの市役所に毎日多くの方々がお

見えになっているわけでありますので、そういっ

た市民の命もやはり災害から守るという視点も

十分に捉えていかなければならないというふう

に思っております。 

  でありますので、この４年間、29年から32年度

までの有利な国からのそういう財政支援がある

期間に何とか結論が出て間に合うものであると

するならば、どういった内容でどういった建物に

するかということも含めて、これは議会のほうに

もお示しをさせていただきながら、そして議会か

らもいろいろ提言もいただきながら進めていく

べきものであろうと思いますし、また市民の皆様

の合意についても最善の努力をしながらその方

向に向かってともに歩むべき問題であろうとい

うふうに思っておりますので、何といいましても、

もちろん議会の理解も得ながら、そして市民の皆

様の理解もいただくということに全力を挙げて

いかなければこの問題は前に進まないのかなと

いう判断もしているところでありますので、どう

ぞ議会の皆様もよろしくお願いを申し上げたい

と、このように思っているところであります。 

○海老名 悟議長 島貫議員。 

○３番（島貫宏幸議員） ただいま市長から御答弁

いただきましたけれども、私も全く同感でありま

す。やはりそのことによって市民の暮らしが変わ

ってくる。いいふうに変わればいいんですけれど

も、今度建てたことによって住民サービスが落ち

たり、仮にですよ、そういうことがあってはなら

ないというふうなことも、憶測としてそういう話

も当然出てくると思いますので、その辺の部分に

ついても十分な検討をしながら、やはり提案とい

いますか、そうした話を進めていくべきものと今

回思いますので、これからもしっかりそうしたテ

ーマに沿ってお願いできればなというふうに思

います。 

  以上で終わります。 

○海老名 悟議長 以上で、明誠会、３番島貫宏幸

議員の代表質問を終了し、暫時休憩いたします。 

  再開を２時50分といたします。 

 

午後 ２時４０分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ２時５０分 開  議 

 

○海老名 悟議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  ここであらかじめお諮りいたします。本日の会

議が定刻の４時まで終了しない場合、会議時間を

日程終了まで延長することにしたいと思います

が、御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 
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○海老名 悟議長 御異議なしと認めます。 

  よって、本日の会議を日程終了まで時間を延長

することに決まりました。 

  次に進みます。 

  市民平和クラブ、24番我妻德雄議員。 

  〔２４番我妻德雄議員登壇〕（拍手） 

○２４番（我妻德雄議員） 市民平和クラブの代表

を務めております我妻德雄です。 

  市民平和クラブでは、今回の代表質問に当たり、

３人で質問項目を相談し、内容について議論を重

ね、そして分担を決めて質問をつくりました。そ

んな関係で言い回しなどに少し違いがあるかも

しれません。その点については御勘弁をいただい

て、早速質問に入ります。 

  大項目の初めに、新年度市政運営方針について

お尋ねします。 

  市長は、産業を活性化させ、地域経済の好循環

を確立していくことが何よりも重要と訴えてお

られます。総務省の発表した2016年の家計調査に

よりますと、２人以上の世帯が使ったお金は月平

均で28万2,188円です。物価変動の影響を除いた

実質で、前年より1.7％減っています。1999年か

ら2001年以来、15年ぶりに３年連続の減少になり

ました。 

  上場企業の役員で１億円以上の報酬を得てい

る人は500人ほどで、年々ふえている傾向にあり

ます。大手企業の役員報酬等の所得が増加傾向に

ある中、労働者家計の可処分所得は97年をピーク

に減少し続けています。大企業は大きな利益を上

げているものの、その利益は内部留保としてため

込み、市民、労働者までその利益が行き渡ってい

ないのが現状ではないでしょうか。市長の見解を

お聞かせください。 

  また、誰もが将来に不安なく働き、生活できる

持続可能な社会を実現するための具体的な施策

が必要と考えます。市長の見解をお聞かせくださ

い。 

  今年度の市政運営方針の基本的考え方で、「健

康長寿日本一を目指し」という文言が「おっ」と

目を引きました。「有言実行」、かけ声やキャッ

チフレーズでなく、本気になって「健康長寿日本

一」を目指すことは非常にすばらしく、意味のあ

ることだと考えます。 

  そこでお尋ねします。「健康長寿日本一」とは、

具体的にどういうことを指しているのでしょう

か。 

  そして、本市は全国の自治体の中で、健康長寿

の観点から、どのあたりに位置しているのでしょ

うかお尋ねいたします。 

  また、健康長寿日本一のために、何をどのよう

に進めるのでしょうか。本市の考えをお聞かせく

ださい。 

  ７年目を迎えるというのに、東京電力福島第一

原発ではいまだ「原子力緊急事態宣言」を解除で

きない異常な状態にあります。2016年12月27日に

公表された福島県民調査報告書によりますと、福

島県の小児甲状腺がん及び疑いのある子供は183

人にも達しています。「100万に１人程度」と報

告されている小児甲状腺がんが、今回の調査では

約4,100人に１人です。実に250倍にも及びます。

避難者が避難元に安心して帰ることができるま

でには、まだまだ時間がかかると思われます。 

  福島県が東京電力福島第一原発事故による自

主避難者への住宅無償提供を本年３月に打ち切

る方針を示している問題で、中川市長みずからが

福島県庁に出向かれ、住宅支援の延長を要請しま

した。また、昨年の11月には「市営住宅の無償提

供を含めて検討する」との方向性が示されました。

市長、米沢市の対応を高く評価しているところで

した。 

  しかし、１月の産業建設常任委員会協議会では、

避難者の負担軽減のため、家賃３カ月分の敷金を

免除するが、家賃は一般公募の方々と同じ内容と

するとの報告がありました。米沢市への期待が大

きかった分、自主避難者の落胆も大きなものでし

た。11月の記者発表の時点で、行政の各部署、関
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係機関と十分協議し、結論に至ったのではなかっ

たのでしょうか。改めてお尋ねいたします。 

  福島県は、東京電力福島第一原子力発電所事故

などに伴う県内外の避難者を、2020年度には自宅

への帰還や災害公営住宅への入居によって、ゼロ

にする目標を掲げています。ふるさとに帰りたい

けれど帰れない。郷愁と積み上げてきた６年分の

生活のはざまで揺れる避難者の苦悩が浮かび上

がっています。避難者に関する問題の複雑化、多

様化、そして体調面で心配されることが多くなっ

ています。引き続き支援の必要性を感じています。

本市の見解をお聞かせください。 

  次に、大項目の２点目、財政健全化計画の見通

しについての質問に移ります。 

  2015年度決算においては、経常収支比率や実質

単年度収支が大幅に改善しています。また、2016

年度では、財政調整基金の積立金が30億円を超え

る見込みとの予想が示されています。それでもな

お見通しが厳しいとする理由は何なのでしょう

か。 

  昨年の12月議会で、下水道使用料の値上げに関

する条例が否決されました。2017年度繰出金の関

係はどうなっているのでしょうかお尋ねします。 

  先日の市政協議会では、「2020年の市立病院建

てかえによる負担軽減を見込んでいたが、見通し

が立たない」ことを理由の一つに挙げています。

昨年の12月の市政協議会における見直し報告の

際には、その点には触れていませんでした。12月

時点でも既に見通しは立っていなかったのでは

なかったのでしょうかお尋ねいたします。 

  財政健全化に向けた目標には「職員の退職手当

など、その年度の特殊要因を除いた経常収支比率

が95％になること」と掲げられています。定年退

職者の退職手当についてはそもそも計画の対象

外となっていました。それが、今回の見直しで計

画の対象に組み込まれた理由は何なのでしょう

かお知らせください。 

  大項目の３点目の市職員の定員適正化計画と

職場環境についての質問に入ります。 

  2017年度市政運営方針では、「健康づくりに全

庁的に取り組む」としています。これは、市民の

健康づくりはもちろん、それを推進する職員の健

康づくりも踏まえたものでなければならないと

考えます。 

  大手広告代理店で新入社員が長時間労働によ

ってみずからの命を絶ってしまう痛ましい事件

が起き、社会問題となっています。本市職員の状

況はどうなっているのでしょうか。病気によって

長期休暇を余儀なくされている職員が多数いる

ことについて、どのように考えているでしょうか

お尋ねいたします。 

  また、駆け込み退職や若年層の早期退職者が複

数人出ていますが、その理由をどう捉えているの

でしょうかお尋ねします。 

  米沢市職員定員適正化計画では、2021年４月１

日までに43人の職員を減らすこととしています。

大幅な職員減に対して、今後ますます増大する業

務量や多様な市民ニーズに対応できるとする根

拠をお示しください。 

  業務量と職員数の関係を論じる際に「スクラッ

プ・アンド・ビルド」とよく言われますが、本市

において、スクラップした業務にはどのようなも

のがあるのでしょうかお知らせください。 

  市庁舎の耐震診断を受けて、庁舎建てかえに係

る調査委託の結果が報告されました。新たな庁舎

を建てかえる場合には、建築基準法など建築に関

する法律を遵守することはもちろんですが、同様

に、建物内の空調、温度や気積、休憩室の設置な

ど、労働安全衛生法や労働安全衛生規則を遵守し

た労働環境を整えなければなりません。本市の見

解をお知らせください。 

  学校給食の調理現場では、職場環境が劣悪な状

況にあります。特に親子給食をつくっている職場

では、ほとんどの調理室が当初から親子給食をつ

くるという前提ではなかったため、大量調理に適

したスペースや機材等が十分確保できない状況
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にあります。また、単なる調理業務にとどまらず、

コンテナへの積みかえ、回収、清掃や事務作業な

ど、業務の量・質ともに過重になっています。こ

うした厳しい現場の状況を把握し、改善する考え

を持ち合わせているでしょうか。本市の見解をお

聞かせください。 

  大項目の４点目の米沢市公共施設等総合管理

計画の推進についての質問に入ります。 

  初めに、建物系施設保有総量の削減についてお

尋ねします。 

  米沢市公共施設等総合管理計画の公共施設等

の管理に関する基本原則では、１番目に公共施設

等の保有総量の適正化を挙げています。 

  まず、１点目は、建物系施設については今後20

年間に延べ床面積の保有総量を20％削減するこ

と、２点目は、原則として建物系施設の新規建設

は行わないこと、そして建物の複合化や統合、廃

止などの５点の目標を掲げています。さらに、建

物系施設の保有総量の削減目標を40年後までに

40％削減するとしています。この数値目標の達成

に向けてどのような施策を実施するのでしょう

か。施策について具体的にお答えください。 

  米沢市公共施設等総合管理計画では、今後、少

子高齢化に伴う人口減少や人口構造の変化によ

って、市民ニーズが大きく変化することが予想さ

れます。効率的な行政サービスの提供を行うため

には、施設を単純更新するのではなく、施設の統

合や廃止、複合化などを含めた検討を行うことを

基本として、公共施設保有総量、延べ床面積の

20％削減を目標としています。 

  来年度以降に更新建設する施設について、管理

計画で、更新時期を迎えた公共施設等について、

統合や廃止、複合化できないかきちんと検討する

必要があると考えます。当局の見解をお知らせく

ださい。 

  また、施設の更新を単独で行っていくのであれ

ば、公共施設保有総量の20％削減を図ることは難

しいものになるのではないでしょうか。今のまま

では、単に学校の統廃合で削減目標をクリアしよ

うとしているように見えてしまいます。複合化を

積極的に推進することが重要だと思います。本市

はどのように考えておられるのでしょうかお尋

ねします。 

  計画では、「公共施設等の一体的なマネジメン

トを円滑に推進していくためには、適正な人員配

置と、職員一人一人の役割に応じた能力の向上が

必要となる」と記しています。 

  しかし、近年、技術系職員の若年退職や応募し

てもなかなか人が集まらないという状況になっ

ているのではないでしょうか。目標に向かって推

進するには、専門的知識を有した技術系の職員の

確保が必要だと感じています。本市の見解をお知

らせください。 

  また、技術系職員の確保について、どのような

対策を考えているのでしょうかお尋ねいたしま

す。 

  大項目の最後に、米沢市立病院の将来像につい

てお尋ねします。 

  米沢市立病院と民間の三友堂病院の連携につ

いて、米沢市医療連携あり方検討委員会では、地

方独立行政法人による新病院建設を核として検

討を行うとの本市地域医療の基本的な考えを示

しています。また、連携推進法人のもとで新病院

と既存機関をグループとして一体的に運営する

枠組みで、年内に実現の可否について結論を出す

ともしています。 

  ことし４月施行の改正医療法で、複数の医療機

関を持ち株会社型で運営できる「地域医療連携推

進法人」の設立が可能となります。これは、人口

減少や高齢社会に対応した効率的な地域医療体

制の確保が狙いとされています。 

  新病院創設に向けて、市民の救急医療を確保す

ることを最優先することを明らかにしています。

公立と民間の再編統合となるため、両病院の財政

状況、職員の処遇など、独法化での再編統合に伴

って生じる課題や機能分担などの協議が不可欠
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です。新病院創設への進め方と課題についてお尋

ねいたします。 

  また、新病院創設に向けて、市民意見を反映す

ることも大事と考えます。本市の考えをお知らせ

ください。 

  同時に、職員への周知も非常に大事と考えます。

処遇面などの職員の不安を解消するための十分

な説明が必要です。具体的に職員への周知方法な

どについて教えてください。 

  米沢市立病院の救急は24時間、365日体制で診

察に当たっています。医師不足は、救急対応等も

含めて大変深刻な問題です。医療連携が進み新病

院の創設が順調に進んでも、数年間は医師不足が

続くと予想されます。具体的に医師の確保をどの

ように進めるのでしょうか。本市の考えをお知ら

せください。 

  昨年度の10月１日より「米沢市立病院・訪問看

護ステーションつむぎ」がスタートしました。訪

問看護とは、病気や障害を抱えながら御自宅で療

養中の方に、看護師などのケアスタッフが訪問し

て療養生活のお世話や診療の補助を行うサービ

スです。 

  訪問看護ステーションつむぎの特徴として、米

沢市立病院は地域の基幹病院として急性期医療

の特性を生かし、特別な管理を要するケア、がん

等のターミナルケア、小児医療、精神科休止に伴

う精神医療など、民間事業者の参入が難しく住民

ニーズが高い分野に積極的に取り組みますとし

ています。スタートから５カ月が経過しました。

訪問看護の現状と課題をどのように捉えている

のでしょうかお尋ねいたします。 

  以上、壇上からの質問を終わります。 

○海老名 悟議長 中川市長。  

  〔中川 勝市長登壇〕 

○中川 勝市長 ただいまの我妻德雄議員の市政

運営方針についての（１）産業振興による地域経

済の活性化についてお答えいたします。 

  まず、大企業が利益を内部留保し労働者に行き

渡っていないことについて市長はどう考えてい

るのかの質問でございますが、大企業の内部留保

について、詳細に私の立場では把握できないもの

がありますが、政府においても、賃金のベースア

ップについては経営者側に要請しているとの認

識をしているところであります。私といたしまし

ても、それぞれの大企業の経営方針の中で、少し

でも所得の向上につなげていくことには異論の

ないところであります。 

  次に、誰もが将来に不安なく働き、生活できる

持続可能な社会を実現するための具体的な施策

についてお答えいたします。 

  御指摘ありましたような社会は、本市はもとよ

り、国として目指している社会でありますし、そ

の実現に向けてさまざまな施策がとられている

ところであります。言うまでもなく、こうした社

会を実現するためには、産業の振興や雇用に関す

る施策はもちろんでありますが、社会保障や税制、

教育、子育て、医療、福祉などあらゆる分野の施

策の総合力によって達成できるものであります。 

  そうした意味で、市としてできることについて

はしっかりと取り組みつつ、国や県とも連携を図

り、市民誰もが将来に不安なく働き、生活できる

持続可能な社会を実現してまいりたいと考えて

おります。 

  本市としての具体的な施策としては、市政運営

方針でも述べましたように、まずは産業振興によ

る地域経済の活性化を図り、雇用の場をつくるこ

とであります。 

  このため、米沢ブランド戦略を初めとする付加

価値の高いものづくりと販路の開拓支援、山形大

学工学部とともに大学発の先端技術や金属加工

等の本市の技術力を生かす新たなものづくり拠

点の形成、さらには地域内の共同受発注の仕組み

づくりなどによる地元の中小・小規模企業の振興、

米沢オフィス・アルカディアなどへの企業誘致の

促進、インバウンド観光の振興等による交流人口

の拡大などを積極的に実施していくこととして
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いるところであります。 

  私からは以上であります。 

○海老名 悟議長 堤健康福祉部長。 

  〔堤 啓一健康福祉部長登壇〕 

○堤 啓一健康福祉部長 私からは、１の（２）の

「健康長寿日本一を目指して」についてお答えい

たします。 

  健康は市民にとってかけがえのないものであり、

心身ともに健やかで不安なく生活できることは、

行政の施策の中でも重要な部分であると考えて

おります。このたび国民健康保険税の税率改正を

市民の皆様にお願いするに当たりまして、医療給

付費の増大が要因として挙げられ、市民の健康づ

くりの重要性を再認識いたしましたので、「健康

のまちづくり」を新年度の重点事業としたところ

であります。 

  平成24年に厚生労働省から出された「健康日本

21」の第２次では、健康増進の基本的な指標とし

て、「健康寿命」が位置づけられました。そのた

め、「健康長寿日本一」の指標としては、「健康

寿命」を使用するのが望ましいと思います。 

  しかし、算定方法として、厚生労働省国民生活

基礎調査による一般国民を対象とした無作為抽

出調査結果の「日常生活に制限のない人」の数値

を用いているため、サンプルサイズの関係から、

都道府県、20大都市単位の数値の算定は可能であ

りますが、一般の市町村単位での算定はできない

ところであります。 

  なお、参考までに申し上げますと、「健康寿命」

による山形県の全国順位は、平成25年の数値で男

性は71.34年で22位、女性は74.27年で30位となっ

ており、１位は男女とも山梨県で、男性72.52年、

女性75.78年となっています。 

  そこで、もう一つの算出方法として、介護保険

において「要介護２」以上の認定を受けていない

人を「日常生活動作が自立している人」として「健

康寿命」の算定に用いることができますので、同

規模の自治体で、数値のとれる範囲内であれば、

全国のどの程度に位置しているか判断すること

は可能だと考えておりまして、今後、目標となる

数値の算出を研究してまいります。 

  次に、「健康長寿日本一」のためにどう進める

かでありますが、市民全体の健康づくりのために

は、子供のころから正しい食生活や生活習慣を身

につけること、現役世代はワークライフバランス

のとれた働き方や、健診を受けることで自分の健

康に関心を持ち生活習慣病の発症を予防するこ

と、高齢期でも生きがいを持ってスポーツや文化

活動に取り組むことなど、さまざまな取り組みが

必要であります。 

  そのため、平成29年度は推進本部等を設置して

全庁的に取り組みます。また、行政だけでなく地

域や家庭、医療機関、企業、地元大学、各種団体

と相互に連携・協力して事業を実施するための社

会環境や生活環境を、ソフト・ハードの両面から

整備する体制づくりを行いたいと考えておりま

す。 

  健康づくりは事業を実施してすぐに結果が出る

ものではなく、地道な活動の積み重ねにより効果

が出てくるものと考えております。健診の受診率

向上はもちろん、市民の健康づくりや健康意識の

向上のためにさまざまな施策を今後もより一層

推進してまいります。 

  私からは以上であります。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

  〔須佐達朗総務部長登壇〕 

○須佐達朗総務部長 私からは、４項目について御

答弁申し上げます。 

  まず１点目ですが、１の３項目め、東日本大震

災における避難者支援についてであります。 

  初めに、避難者支援について、横のつながりが

できていないのではないかということに対して

でございます。東日本大震災から５年が経過しま

して、避難生活が長期化していることから、避難

者にはさまざまな問題が発生しております。中身

も複雑化しております。 
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  市では、これに対応すべく避難者支援センター

おいでを開設しまして、これまでも相談を受けて

きた問題に対しまして、関係団体とのネットワー

クを築き情報交換を図りながら解決に取り組ん

でまいりました。特に心の問題に対しましては、

専門的な対応が必要であるということから、関係

団体のほか、市の関係部署との連絡体制を組みま

して、事案が発生した場合には速やかに関係部署

に取り次ぐなど、連携を図っているところであり

ます。 

  また、このたびは、避難指示区域以外から避難

されております自主避難者の方々に対する住宅

無償提供が本年３月末で終了することになった

ことに伴いまして、本市では、市内に自主避難さ

れている方々の生活再建を支援するため、市営住

宅の一部を「自主避難者向け」として25戸提供で

きるようにいたしました。募集要綱の作成に当た

りましては、市営住宅の担当課である都市整備課

に避難者の状況を提供しながら、準備をしてきた

ところであります。 

  その一つでありますが、募集要件の中に市営住

宅への住民票の異動が定められております。市営

住宅への入居の際は住民票というのは必須の条

件ではありますが、これにつきましても、子供の

いる世帯の場合に医療費の関係で住民票を異動

することが不利となるなど、さまざま事情がある

ことを考慮いたしまして、「入居後２年以内の住

民票の異動手続でもよい」と要件を緩和したとこ

ろであります。 

  今後も関係機関と連携を図りまして、情報の共

有を図って支援を行っていきたいと思っており

ます。 

  次に、今後の避難者支援ということになります

が、２月２日現在で本市にはいまだ656人の方が

避難生活を強いられております。先ほど避難指示

区域以外から避難されている自主避難者の方々

に対する住宅無償提供が本年３月末で終了する

ことになったと申し上げましたが、本市では、借

り上げ住宅の無償提供による供与期間を延長す

るよう、国や県に対して市の重要事業の一つとし

て要望してきたほか、昨年の11月には市長が福島

県に対し要望したところでございます。 

  しかしながら、福島県では、除染の進捗状況、

それから食品安全性の確保など生活環境が整い

つつあるといたしまして、応急救助という災害救

助法の考え方から、これを平成29年３月末で終了

いたしまして、その後は避難を当面継続される方

に対する民間賃貸住宅等の家賃の補助、それから

県内外の公営住宅の確保、帰還される方に対する

移転補助費用の補助など、福島県による独自の支

援策へと移行することとしたようでございます。 

  現在避難されている方々の動向といたしまして

は、社会福祉協議会に配置しております生活支援

相談員が避難者宅を訪問した際に得た情報によ

りますと、約７割の方が市内で避難を続けるとの

ことでありました。 

  本市としては、避難者が依然多く残っているこ

と、供与期間の終了に伴いまして、避難を継続す

る場合は避難者自身が個人的に賃貸住宅の契約

を行う必要があり、新たな支援策を受けるための

手続など、制度変更によるさまざまな困難が生じ

ることが考えられることから、平成29年度におい

ても引き続き避難者支援センターおいでを運営

しまして相談支援を行うため、現在、予算措置を

含め準備を進めているところでございます。 

  今後につきましては、山形県、福島県との連携

をさらに太くして、避難者の方々の声を届けなが

ら、福島県が行う支援策の充実を働きかけていき

たいと思っているところであります。 

  また、相談業務を初めとします避難者支援を継

続するためには財源の確保が必要なことから、引

き続き、国、県に対しては避難者受け入れ自治体

に対する財政面での適切な措置を講じるよう要

望していきたいと考えております。 

  次に、財政健全化計画の見直しについてでござ

います。 
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  去る２月９日に開催されました市政協議会にお

きまして、平成29年度当初予算案の説明とあわせ、

財政健全化計画における収支見通しの見直しに

ついて説明したところでございます。これは、計

画の進行管理として、「財政健全化施策の実施状

況、収支の見通しと決算の比較などの検証を毎年

度実施する」としていることから、平成29年度当

初予算案との整合性を図り、現時点における今後

の収支見通しを示したものであります。 

  先ほど議員がお述べになりましたが、平成27年

度決算は、財政健全化計画で見込んだ財政見通し

よりも収支状況が大幅に改善しております。年度

間の財政調整のための基金の積み立て、取り崩し

や前年度からの繰越金の増減などを除いた実質

単年度収支について、計画策定時に１億4,600万

円の黒字と見込んでいたものが、決算では約11億

円の黒字となりました。これは、少雪のため道路

除排雪経費などが例年よりも大幅に少なかった

ことに加えまして、社会保障費である扶助費も想

定の伸び率を下回り、一方、歳入面では、市税が

見込みを大きく超過するとともに、特別交付税は、

少雪の割には比較的多額の交付があったことな

どによるものであります。なお、経常収支比率は、

計画では93.9％と見込んでいたものが、決算では

90.1％に改善しております。 

  今年度の収支状況でありますが、現時点では改

善する見通しでございます。計画策定時に4,600

万円の赤字と見込んでおりました実質単年度収

支が、５億6,700万円の黒字となる見込みであり

ます。これは、健全化計画における見込みよりも

市税が大幅に増加することに加えまして、平成27

年度以降ふるさと応援寄附金が急増したことに

より、その寄附金の一部を基金に積み立てたもの

を取り崩して活用する額を増額したことなどに

よるものであります。 

  ただ、平成29年度以降の収支につきましては、

依然厳しい見通しとなっているところでござい

ます。計画では平成29年度以降は毎年度黒字とな

り、平成32年度までの黒字額の合計は３億4,900

万円と見込んでおりましたが、今回の見直しにお

きまして、平成29年度以降、毎年度赤字となる見

込みであります。その赤字額の合計は、29年度、

30年とそれぞれありますが、合計で10億500万円

ほどになるものでございます。２月９日の市政協

議会では、その理由として、先ほど議員が述べら

れた点を財政当局から御説明したところでござ

います。 

  次に、御指摘のありました点につきまして申し

上げます。 

  まず、１点目の下水道使用料の改定につきまし

てであります。 

  財政健全化施策の効果額として29年度は１億

7,000万円、32年度までの４年間で７億4,400万円

の効果額を見込んでおりました。しかし、昨年12

月の定例会におきまして、下水道使用料条例の改

正案が否決されております。現時点ではこの効果

額が見込めない状況にあるものでございます。 

  企業会計につきましては、独立採算が原則であ

るために、収入の増加が見込めない場合、支出を

抑制するのは当然のことでございます。１億

7,000万円もの支出を短期間に見直すことは容易

なことではございません。もちろんのことであり

ますが、下水道の処理は、収入が見込めないから

といいましてストップできるものではありませ

ん。新たな管渠布設工事を縮小したとしても、そ

の財源となる市債が減少する見込みが大きいも

のの、短期的には一般会計からの繰出金を大きく

抑制することは困難でございます。平成29年度の

予算編成過程におきましても、経費の抑制に努め

ましたが、下水道への繰出金の大幅な抑制には至

らなかったものでございます。 

  次に、２点目の市立病院事業の負担金の抑制に

ついてでございます。 

  市立病院の建てかえ後に、施設規模の適正化や

来院者の増加などから不採算医療に対する公費

負担が減少するのではないかとしまして、平成32
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年度に１億5,000万円の健全化施策効果額を見込

んだものでございます。ただし、計画策定時にお

いて、病院建てかえの建設年度を特定していたも

のではございません。計画期間中に建てかえが完

了した場合ということで計上したものでござい

ます。御了承をお願いしたいと思います。 

  次に、現時点におきましては、三友堂病院との

連携などの協議を経た上で、病院建てかえの完了

時期を見直すことは難しい状況にございます。ま

た、最近の市立病院の経営状況を考慮すれば、一

般会計からの繰出額を大きく抑制できる状況に

はないと判断したところでございます。昨年12月

の財政見通し説明後の予算編成過程における変

更であります。この辺のところについては御理解

お願いしたいと思います。 

  次に、３点目の退職手当平準化の取り組みにつ

いてでございます。 

  この平準化の取り組みによりまして財政状況が

悪化するというものではございません。先ほど申

し上げました２つの点とは異なるものでござい

ます。 

  財政課のこの健全化計画策定時におきましても、

実は、昭和50年代の財政再建完了後に採用された

職員の退職者数の増加については、懸案事項とな

っていたところでございます。ただ、非常に短期

間の計画策定のスケジュールの中で十分な検討

を行う余地がなく、次回の見直しに先送りするこ

ととしていたものでございます。 

  今回の見直しにつきましては、平成37年度に定

年退職者がピークを迎えるということを見据え

まして、平成40年度までの退職手当の平準化を図

る新たな取り組みとして、項目を別にして御説明

したものでございます。確かに平成29年度から平

成32年度までの計画期間中は、相対的にでありま

すが退職者数が少ないため、合計で３億6,700万

円の退職手当基金への積み立てが必要となりま

す。この期間中は当然ですが収支悪化の要因とは

なりますが、平成33年度以降の収支改善のために

必要な取り組みと考えているものでございます。

御理解いただきますようお願い申し上げます。 

  次に、本市職員の時間外勤務の状況についてで

ございます。 

  本市では、職員の心身の健康保持のため、さら

には行財政改革を推進するため、時間外勤務の縮

減に向けて全庁的に取り組んでいるところであ

ります。災害などの特段の事由を除きまして、時

間外勤務の上限の目安については年間360時間と

設定しているものでございます。平成27年度の実

績でありますが、市立病院を除いた全庁で年間約

６万7,000時間、１人当たりでは平均で128時間の

時間外勤務時間数となっているところでござい

ます。 

  また、健康管理の観点から、一月の勤務時間が

45時間を超えた場合、これについては所属長から

産業医による健康相談を利用するよう促してお

ります。さらに、一月80時間を超え、体調が思わ

しくない旨の申し出があった場合には、必ず健康

相談を利用するよう所属長が指導しているとこ

ろでございます。さらに、一月100時間を超えた

場合には、申し出の有無にかかわらず、必ず健康

相談を受けるよう指導しているところでござい

ます。 

  過重労働につきましては、慢性的な超過勤務を

容認する組織風土を根づかせると思われており

ます。さらには、職員の健康保持にも大きな影響

を及ぼすということが懸念されるものでござい

ます。引き続き時間外勤務の縮減に取り組んでま

いりたいと思っております。 

  次に、病気休暇を取得する職員が多数いること

をどう考えているかについてお答えいたします。 

  職員が市民サービスを提供し、地域社会に貢献

するという責務を果たすためには、心身ともに健

康で働くことが必要でございます。しかしながら、

疾病、負傷、メンタル不調などにより業務に従事

できない職員は、現状では多くはありませんが、

いることは間違いございません。まずは職場復帰



- 66 - 

に向けた治療に専念することが必要であると考

えているところでございます。 

  ただ、原因につきましては職員個々で異なりま

すので、画一的な対応は難しいと思われますが、

各自が健康保持の自覚を持つことはもとより、組

織としても、予防的対策である一次予防、これに

つきましては発生させないまたは回避するとい

う一次予防から、職場復帰支援の段階であります

三次予防、これは再発防止も含むものでございま

す。こういった段階において、各自の状況に合わ

せた対応を適切に講じまして、職員の健康保持に

努めていきたいと考えているところでございま

す。 

  次に、定年前の退職者が出ていることについて、

理由をどのように考えているかということでご

ざいます。 

  退職の理由につきましては、本人が置かれてい

る環境の変化であるとか、健康上の理由であると

か、それぞれさまざまでございます。本人も悩ん

だ上で決断したものと思ってございます。やむを

得ないものと考えております。ただ、米沢をより

よいまちにしたいという意欲を持った職員が定

年を前にして退職されること、これについては、

知識、経験を積んだ人材が流出するという事態で

ありますので、市としても非常に残念だと思って

いるところでございます。 

  次に、定員適正化の数値目標を達成するために、

事業のスクラップ・アンド・ビルドの手法を採用

した事例についての御質問でございました。 

  定員適正化につきましては、抜本的な事務事業

の見直しや公務能率の向上を図りつつ、数値目標

を達成するため、その事例に応じた適切な手法を

採用し進めているところでございます。 

  計画策定後の取り組みの例としては、サンセッ

ト方式、期限が定められている場合にはそれで終

了するというそういった事業でありますが、そう

いった方式を採用したり、御指摘の事業のスクラ

ップと同時に、職員の削減を実施した総合計画、

こういった策定事業、これについて実績としては

多うございます。 

  いずれにいたしましても、事務事業、組織・機

構の見直しを適切に行いながら、スケールメリッ

トを生かして業務の効率化を図った例というこ

とでは、さらに納税課への徴収の一元化、それか

ら建築住宅課と都市計画課の都市整備課への統

合などありますので、さまざま工夫して実施して

いるところでございます。また、民間委託等の推

進の例といたしましては、図書館業務の指定管理

者制度の導入の例が挙げられると思います。 

  このように、さまざま取り組みを行うことで平

成28年度当初の数値目標を達成することができ

ましたが、この計画は長期にわたるものでありま

すので、高齢化人口減少社会における行政課題に

対応可能な組織、機構とするため、年次ごとの数

値目標は必要に応じて見直しを行っていきたい

と、そして実効性のあるものにしていきたいと考

えているところであります。 

  それから、庁舎の建てかえに際しての法令遵守

の御質問もございました。 

  労働安全衛生法におきまして、事業者には快適

な職場環境の形成に努めるよう求められている

ところでございます。今後、仮にですが、庁舎の

建てかえに取り組むとなった場合は、こういった

法の規定を確認しながら、快適な職場環境の形成

に努めていかなければならないものと認識して

いるところであります。 

  私からの最後の項目になりますが、４項目めで

す。公共施設等総合管理計画の中での人材確保と、

計画推進のための人材確保ということについて

お答えいたします。 

  技術系の職員に限らず、本市については必要な

職員数を確保し、人事管理全般を通して能力向上

の支援や勤務意欲の涵養に努め、適正に業務を推

進してまいりました。 

  公共施設等総合管理計画の推進に当たっても同

様であります。技術系の職員を確保し、この計画
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にあるとおり、適正な人員配置を行い、人事管理

全般を通して能力向上の支援等を行うことで、施

設の維持管理の効率化を図りたいと考えている

ところであります。 

  技術系の職員確保についての対策でありますが、

採用試験の受験者数を確保するためですが、従来

から行っている技術系の学科、学部の学校への受

験案内送付、それから必要に応じて学校での説明

会を、実際に技術の職場を経験した職員が出向い

てどういった仕事をするのかということを丁寧

に説明してきております。今後も、技術系の職員

の募集に当たっては、求める職員像の説明をさら

に工夫して行っていきたいと思っております。 

  また、管理計画推進の途中には、特定の期間に

おいてどうしても多くの技術系の職員が必要な

場合が想定されます。その場合には、例えばです

が、外部の技術系のノウハウの活用についても検

討していく必要があるものと考えてございます。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 大河原教育長。 

  〔大河原真樹教育長登壇〕 

○大河原真樹教育長 私からは、学校給食の調理現

場における職場環境に関することについてお答

えいたします。 

  本市における親子給食につきましては、中学校

給食の実施に当たって、全ての中学校に新たに給

食室をつくることは本市の財政状況や場所的な

要因から困難であったため、既存の施設を活用し

た親子方式を採用したものであります。 

  親子給食を導入する際には、各学校の関係者か

ら出された意見なども勘案しながら、限られた施

設において最大限有効な活用ができるよう検討

した上で施設の改修等を行っております。親子給

食が開始された以降も、老朽化に伴う施設等の改

修を随時行いながら、施設の環境整備に努めてき

たところであります。 

  また、親子給食校における調理業務に関しまし

ては、親子給食に伴った作業等もあり、単独校と

の違いはあるものの、各校の食数に応じた人員の

配置を行っているものと認識をしております。 

  教育委員会としましては、今後も施設改修や職

場環境の改善に努めながら、適正規模・適正配置

の検討を行う中で、給食業務のあり方についても

検討していきたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 我妻企画調整部長。 

  〔我妻秀彰企画調整部長登壇〕 

○我妻秀彰企画調整部長 私からは、公共施設等総

合管理計画の推進についてのうち、建物系施設に

ついての御質問へお答えします。 

  公共施設等の管理に関する基本原則では、公共

施設等の保有総量の適正化に向けた取り組み方

針として、今後20年間で建物系施設の保有総量の

20％削減や新規建設を行わないなど、５項目を掲

げております。 

  この基本原則に基づく具体的な検討内容としま

しては、施設更新時に近隣の施設との複合化や統

合などを検討するほか、地域性を考慮しながら施

設に必要な機能や規模を見直すことで、公共施設

が持つ機能を市全体として保持しながら総量の

削減を図っていくものであります。 

  さらに、これらの取り組みが実効性を保って推

進できるよう、各種施設に関する個別計画を策定

する場合や更新等を実施する場合に、組織横断的

な検討を義務づける検討フローを設定したほか、

施設ごとの方針に対する進捗状況は毎年推進体

制の中で確認するなど、全庁の組織がさまざまな

課題を共有して取り組んでいきたいと考えてお

ります。 

  なお、施設保有総量削減に向けた考え方としま

しては、これまで御説明してきたとおり、公共施

設全体の延べ床面積の約６割を占めているのは

学校教育系施設と市営住宅であることから、これ

らの施設の削減に向けた取り組みは必須である

と考えておりますが、もちろんその他の小さな施

設につきましても一つ一つ検討を重ねながら縮
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減に取り組んでまいります。まずはこれらの取り

組みを継続していくとともに、５年ごとに計画の

見直しを行いながら、総量の削減を進めてまいり

たいと考えております。 

  次に、複合化の推進についてでありますが、本

計画では、統合や廃止の推進方針としまして、集

約化や規模縮小、複合化など６つのパターンの検

討事項を定めております。施設を更新する場合に

は、これらの検討事項に基づいてまずは施設所管

課で検討を行うことになります。その後、組織横

断的な会議での検討結果をもとに、公共施設等総

合管理庁内検討委員会で施設更新等の方針を決

定するなど、全庁的な取り組みによって確実に進

めてまいりたいと考えております。 

  新年度から本格的な事業に着手する予定の上郷

コミュニティセンターなどは、公共施設等総合管

理計画の策定と施設更新の検討が同時進行であ

りましたが、一定の検討は行っており、今後も本

計画で定める全庁的な推進体制による検討を強

化して削減目標を達成するとともに、持続可能な

まちづくりを進めていく考えです。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 渡邊病院事業管理者。 

  〔渡邊孝男病院事業管理者登壇〕 

○渡邊孝男病院事業管理者 私からは、米沢市立病

院の将来像についてお答えいたします。 

  初めに、地方独立行政法人の病院創設の進め方

と課題についてですが、米沢市と三友堂病院との

連携協議につきましては、第１回目の米沢市医療

連携あり方検討委員会を１月18日に開催し、「市

内の医療機関相互の機能の分担と業務の連携を

図るための地域医療連携推進法人を設立する」、

「市立病院と三友堂病院の一部を再編統合し、新

たな病院（地方独立行政法人）を設置する」とい

う大きな２つの方針を目指し、検討していくこと

が確認されているところであります。具体的には、

病院再編統合の可能性について、医療機能、財務

状況、制度等の面について検討し、ことしじゅう

には結論を出せるようにしていきたいと考えて

おります。 

  なお、病院再編統合をするとした場合の予定に

つきましては、地域医療連携推進法人の設立、地

方独立行政法人への移行とあわせて、新病院の建

設を進めていくことになります。それぞれの具体

的な実施時期につきましては、現時点では白紙の

状態でありますが、なるべく早い段階で一定程度

の見通しはお示ししていきたいと考えておりま

す。 

  また、このたびの連携における課題につきまし

ては、地方独立法人側になりますけれども、人事、

給与、財務、財産などのほかに、電子カルテの統

合をどうするのかなど病院経営上さまざまなも

のが想定されますので、ある程度時間をかけて十

分に議論しながら進めてまいりたいと考えてお

ります。 

  一方で、連携による利点としましては、急性期

部門の統合による急性期医療の充実とあわせて、

現状における最重要課題として位置づけており

ます夜間・休日の救急医療体制の維持・強化を図

ることができるものと考えております。 

  次に、市民の意見をどのように反映するのかに

ついてですが、このたびの連携につきましては、

あり方検討委員会の協議を経て一定程度の方向

性が出ましたならば、医療連携のあり方を含めた

新病院につきまして、市民参加の協議会、住民説

明会、市民アンケートなどさまざまな方法が考え

られますが、何らかの形で市民の皆様から幅広く

御意見を頂戴したいと考えております。 

  次に、職員への具体的な周知方法についてです

が、職員への具体的な周知方法に関しましては、

あり方検討委員会において協議された内容につ

きまして、議員の皆様に公表している内容と同じ

ものを同時期に各職場や医師に配布しお知らせ

しているほか、労働組合へも機会を見て御説明し

ております。今後ともあり方検討委員会における

協議の内容を速やかに周知し、協議の進捗状況に
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応じて必要な情報を提供してまいります。 

  次に、三友堂病院との連携を進めている間の医

師確保対策についてお答えいたします。市立病院

の医師確保に関しましては、三友堂病院との連携

協議の進展にかかわらず、医師の勤務環境の改善

と病院経営の健全化は極めて重要でありますの

で、引き続き常勤医師確保のため各大学医局に強

く要請していきたいと考えております。なお、こ

としの４月から泌尿器科の常勤医１名が赴任さ

れる見込みでありますので、今後の経営改善等に

寄与するものと期待しております。 

  また、大学医局以外からの採用につきましても、

民間の医師紹介サービスの利用や医師修学資金

制度を活用した将来の医師確保に向けた取り組

みなどのほか、国や県などに対し積極的に働きか

けを行い、引き続き市長や医師会長などの協力を

いただきながら医師確保に向けて取り組んでま

いりたいと考えております。 

  最後に、訪問看護の需要と供給の現状を踏まえ

た方向性についてですが、昨年10月に開設いたし

ました訪問看護ステーションに関しましては、１

月末日までの登録者数は40名と、開設して間もな

いこともあり、当初予定した登録者数よりも少な

く推移しております。要因としましては、精神疾

患をお持ちの方の御利用が見込みよりも少なか

ったことが影響しておりましたので、ＰＲ方法な

どを検討してまいります。 

  なお、当院の訪問看護につきましては、24時間

対応や終末期の方の御利用が少なからずあるこ

とから、地域医療構想の訪問看護関連の施策とし

て挙げられております「夜間・小児・精神疾患な

どへのサービスの充実」に対しましても一定程度

寄与しているものと考えており、今後とも地域の

需要に適切に対応してまいる所存でございます。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 我妻德雄議員。 

○２４番（我妻德雄議員） 冒頭に、私、壇上で間

違って読みまして、市民平和クラブでございます

ので、よろしくお願いします。大変申しわけござ

いません。間違って読んでしまいまして。 

  それでは、早速質問に入ります。相変わらずの

おっちょこちょいで申しわけございません。 

  まず、健康寿命日本一についてお伺いいたしま

す。具体的に数値は県とかそういうのはお聞きし

たんですが、「日本一」というふうに言うのだっ

たら、やはり目標が必要だと思うんです。これを

もって日本一とすると。私は、かけ声だけで、せ

っかく「日本一」とうたったんだから、終わらせ

たくないと思うんです。一生懸命頑張って日本一

になろうよと、これが日本一の姿だというのをぜ

ひ市民の皆さんにお示ししたいなというふうに

思うんですが、その点はいかがなものですか。 

○海老名 悟議長 堤健康福祉部長。 

○堤 啓一健康福祉部長 健康長寿日本一を示す内

容といいますか、指標をお示しするというのはな

かなか難しいというところを先ほど御説明申し

上げたところでございます。健康寿命、各自治体

の数値を全部とるというのはちょっと難しい状

況でございますので、一例でございますけれども、

都道府県単位の健康寿命の第１位の県の介護認

定の数値を用いた健康寿命を算定しまして、その

数値を上回った場合に健康長寿日本一を達成し

たとするなど、検証の方法については今後もちょ

っと研究させていただきたいというふうに考え

ております。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） 「健康長寿日本一を目

指して」ですよね。日本一ってどういう姿だとお

示ししないと、名目だけになってしまうでしょう。

一定程度、平均年齢じゃあ幾らぐらいで、健康で

いつまでも動けると日本一なんだみたいな、何か

やはり何らかの形はこれから御検討いただいて

示したらいいと思います。そして、こうして目標

を、じゃあこの目標に対してことしはここまで行

った、来年はここまで行ったということをきちん

と形にしてやっていかないと、単年度のかけ声だ
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けではだめだと思います。そこを少しぜひ検討し

てください。せっかくこういうふうにうたったん

だから。私は非常に興味を持ちました。ぜひその

点を検討していただくということはどうでしょ

う。 

○海老名 悟議長 堤健康福祉部長。 

○堤 啓一健康福祉部長 健康長寿日本一というこ

とで、単に数字だけではなくて、やはり健康長寿

によって地域社会への貢献、高齢者の貢献とか、

あるいは生産年齢人口減少に伴っていろいろ仕

事についていただくとか、そういったいろいろな

方面ございますので、そういったいろいろな状況

の変化等をどのように把握するかという問題は

ございますが、そういった方法についても研究し

てまいりたいというふうに思っているところで

ございます。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） ぜひよろしくお願いを

申し上げます。 

  次に、では財政健全化計画の見通しについてお

伺いしますけれども、私は当初、これは９月の資

料ですけれども、財政健全化に向けた目標で、実

質単年度収支の黒字化、財源調整基金残高20億円

以上、経営収支比率、特殊要因を除き95％以下、

これは目標としては達成したわけですよね。単年

度としては。けれども、将来見通しがなかなか立

たないので、健全化計画を職員給料も含めて戻し

ていかれないんだという中身でよろしいですか。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 ３項目の目標のうち、やはり

１つはなかなかちょっと現在では達成できたと

は言いかねると思っております。実質単年度収支

の赤字という部分でございます。今後、29年から

32年までの中で、実質単年度収支についてはどう

しても赤字部分が出てくる。29年、30年につきま

しては赤字額はそれほど多くないわけですが、そ

れが31年、32年とだんだんふえていくというふう

な状況になります。その中では、３つとも目標を

達成したという状況にはないのかなと思ってい

るところでございます。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） この後の部分の話まで、

職員のモチベーションの問題をかなり思ってい

ます。今回のことでなかなか給料が戻せないよと

いうふうなお話も聞いていますので、その職員、

定年退職前の退職者が一定程度出たということ

もちょっとショックでしたし、いろいろなことで

職員のモチベーションの問題なども含めて、やは

り行政としてきちんとやっていかなければだめ

だというふうに思うんです。この間頑張ってきた

んですよ、すごく。そして、結果として、一定程

度財政調整基金も30億ぐらいになるというふう

なことで、一定の結果が出てきた中でなかなか進

められないというようなことで、非常に財政再建

の見通しについてどう捉えていいのか。なかなか

難しくなくなってきたのではないかなというふ

うに思いますけれども、どういうふうに考えてい

けばいいですか。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 先ほど実質単年度収支の赤字

が２年ほどはそれほど多くないというふうに申

し上げました。数字上にやはり一喜一憂すること

なくと、あえて申し上げます。特にこの計画につ

いてはかたく見積もっておりますので、必ずしも

このようにならない可能性もございますが、まず

現実的には赤字というものを避けられないとい

う中で、何をもって赤字になっているのかという

部分についてきちんと我々のほうで捉えて、その

赤字を解消すべく、議会にも御相談しながら努力

していく必要があるんだろうなと思います。 

  前回の市政協等で申し上げたような気もします

が、さまざま議会にお願いすることもございます

ので、その部分については御相談に乗っていただ

ければなと思います。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） いろいろとこれからも
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検討しなければならない事項だというふうに思

いますので、よろしくお願いします。 

  時間がないので、次に移ります。 

  職員定数削減の件ですけれども、43名を削減す

ることの、何をもってその43人という目標を達成

していくんだというのが明確にちょっとお答え

いただけていなかったような気がするんですけ

れども、こういうふうにすると職員を減らせるん

だと、減らせるんだという言葉が適切でない、減

していくんだということが明確にお示しいただ

かなかったような気がするんですが、その点はど

うですか。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 この43名の定数削減について、

計画にのせる段階で、各課の長、当然部長も含め

てですが、各部各課の長に対して、どのようなこ

とをすれば削減が可能かどうか相談をしており

ます。当然計画の当時と現状とも変わってまいり

ますが、あくまでも計画を前提にしながら、じゃ

あどう変わってできないのか、どう変わったから

できるのかという部分も随時所属長と相談をし

ながら取り組んでいるところでございます。 

  日ごろから職員には仕事で過重をかけていると

いう部分はあるかもしれませんが、ある意味、本

市にとって避けられない実は課題でもあります。

先ほどの健全化計画との関係もございますので、

その職員の過重となっている部分と市全体とし

ての健全化、あるいは市の政策、そういったこと

をやはり総合的に判断して取り組んでいきたい

と思っているところでございます。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） 先ほどの明誠会の島貫

議員の代表質問の答弁で、多種多様な行政の役割

がふえたというふうに答弁されているというふ

うに思います。行政の市民ニーズはどんどん大き

くなっていく、行政の役割もふえていく、けれど

も人は減らさなければならない。そうしたら、職

員がますます大変になって、月100時間なんてい

うのは、それは過労死ラインですよ、いわゆる。

そういう業務の人がいるかどうかはわからない

ですけれども、そういうふうな実態だということ

になれば少し問題があるのではないのかなとい

うふうに思います。行政の仕事はどんどんふえて

いる。じゃあ具体的にどうするのかというふうな

ことで、話がきちんとできないとその職員を減ら

すなんていうことが到底難しいというかだめな

ことだというふうに思います。その点はいかがで

すか。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 時間外の勤務の実績数から申

し上げると、100時間を超えるとこれは健康に障

害が出る可能性が極めて高いということで、これ

は避けなければならないわけですが、その時間数

を超えている職員が現実に米沢市にはございま

す。ただ、その人数につきましても、ここ３年ほ

どは余り変わってございません。減って、ふえて、

減ってみたいな形で。全体的な時間数についても、

先ほど120時間ほどと申し上げました。１人当た

りの時間数です。これも、実は数年前よりは若干

ふえています。110時間ほどだったと思うんです

が、それが120時間ほどにふえておりますので、

確かに全体としては過重労働になっているのか

もしれませんが、そこは職員自身でも事務の効率

化をどうしたら楽にできるだろうかということ

もお願いしているわけですので、そういったこと

も踏まえて、職員の協力も仰ぎながら取り組んで

いきたいと思っているところでございます。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） 先ほどのモチベーショ

ンの問題も含めてですけれども、きちんとやはり

職員の皆さんと向き合って、話し合いながら進め

ていかなければまた大変になってしまいますか

ら、その点はきちんとよく相談をしながら、業務

内容なども勘案しながら進めていただくという

ことをお願いします。 

  時間がないので、次に移ります。 
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  どうしても聞きたかったのは、学校給食の現場

です。学校給食現場で最近公務災害が結構多発し

ているのではないかというふうに聞いています

けれども、その点はどうなっていますか。 

○海老名 悟議長 船山教育管理部長。 

○船山弘行教育管理部長 昨年度の件数で７件とい

う相当多い件数があったというふうにはお聞き

をしております。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） あの仕事内容、あの職

場の人数の中で７件というのは恐ろしく多い数

だというふうに思います。公務災害。しかも、結

構大変な人もいらっしゃるなんていうふうに思

います。その原因についてはどういうふうに把握

していらっしゃいますか。 

○海老名 悟議長 船山教育管理部長。 

○船山弘行教育管理部長 やはりそれぞれの原因が

もちろんあるわけですが、調理業務上のけがも、

正確の件数はここでわかりませんが、大変申しわ

けありませんが、あったというふうにお聞きして

おりますので、そういった場面での災害もあった

というふうに聞いております。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） 労働災害があった場合、

要因というか原因について、労働安全衛生委員会

になるのかちょっと定かではありませんけれど

も、要因についてきっちりと分析をするのではな

いですか。そして新たに事故が起きない対策を講

じる、そういうふうになっているのではないでし

ょうか。 

○海老名 悟議長 船山教育管理部長。 

○船山弘行教育管理部長 その事故報告はいただい

ているというふうに思いますが、直接私がそこの

場面に立ち会うことがないものですから、ちょっ

と把握できていないで申しわけありません。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） 私も教育指導部長にち

ょっと話をしたんですけれども、この件を聞きま

すと。ちょっと本意じゃないですね、答えが返っ

てこないのは。そういうふうな原因がある中で、

きっちりと原因を追求しなければまた起きてし

まう、再発が。そういう心配をすごく持っている

んです。その点私も指摘しましたけれども、例え

ば私がお聞きしたところ、転倒して肩を脱臼した

とか、包丁で深く手を切ってしまったとか、急い

でいる余りがっかがっかと切ったら深く切って

……。そういうような、仕事量が多くて時間的余

裕がなくてもう公務災害が起きているのではな

いのかという心配をしているんです。その点はい

かがですか。 

○海老名 悟議長 佐藤教育指導部長。 

○佐藤 哲教育指導部長 それぞれの公務災害のそ

れぞれの事案の原因について、詳細を私自身も把

握しておりませんけれども、調理の難しさであっ

たり、今お話のあった慌ただしさということがあ

る場面もあるかなというふうには思っておりま

す。それは全てこの調理業務、例えば本市の調理

上の難しさによるものかどうかはわかりません

けれども、確かに今御指摘のように、忙しい中で

作業なさっていることは認識しております。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） 私もはっきりわかりま

せん。聞いた話でしかないですから。ただ、忙し

過ぎたりとか、もう時間に追われて、何時まで出

さないと生徒や子供たちにきっちりと給食が出

せない、だからどうだというふうに物すごく急い

でやっているらしいです。その原因を教育委員会

はきちんと把握をして、そしてそれが起きないよ

うにどうすればいいんだということを検討しな

ければだめだと思うんです。それをきっちりやっ

てくださいよ。どうですか、その点。 

○海老名 悟議長 佐藤教育指導部長。 

○佐藤 哲教育指導部長 私も自分が学校にいると

きであれば、どんなことが起きて、どんな場面で

どんなふうなことがということを承知しており

ましたけれども、今回、全市的にどんな事故が起
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きているのか正確に把握しまして、その原因であ

りますとか、例えばぬれているので危ないのだと

か、例えば出っ張りがあってぶつかってしまった

のだとか、時間に余裕がなかったのだとか、そう

いった原因について少し詳しく調べて対処した

いというふうに思っております。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） ぜひよろしくお願いし

ます。そして、やはり事故が起きれば不幸だから、

できるだけそういうのがなくておいしい給食を

提供できる、それが一番大事だというふうに思い

ますので、ぜひよろしくお願いをいたします。 

  最後に、病院の医師確保についてお伺いをいた

します。渡邊先生からいろいろ答弁いただいたん

ですが、具体的に新たに来年度やってみようとか、

そういうことというのは何かあったんでしょう

か、今答弁の中で。 

○海老名 悟議長 渡邊病院事業管理者。 

○渡邊孝男病院事業管理者 新たにというものは特

にありません。今行っていることを継続していく

ということでありまして、今のところ３大学、福

島、東北大、そして山形大学の医学部の医局のほ

うにお願いをしているということと、それから奨

学金によって後になって病院に勤めてくださる

方を確保していくと。今１名おられますけれども。

あとは民間からの情報をいただいて、そちらから

いい人材がおられれば相談をするという、大きく

はその３つであります。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） 壇上でも申し上げまし

たけれども、医療連携の話が順調に進んだとして

も、何年かは多分市立病院単独で医師確保に頑張

っていかなければいけない部分があるのかなと

いうふうに思いますけれども、その間、やはり救

急が回らなくなったなんていうわけにはいかな

いんだから、そこはやはりいろいろと頑張ってい

かなければならないというふうに思うんです。先

ほどの答弁ですと、市長や医師会長も含めて働き

かけをしていくというようなお話でしたけれど

も、具体的にはどういうふうな作業になっていく

んでしょうか。 

○海老名 悟議長 渡邊病院事業管理者。 

○渡邊孝男病院事業管理者 実際に行ったのは、山

形大学で、そういう大学関係者と県内の病院とそ

ういう医師派遣をどういうふうにするのかを協

議していただいている蔵王協議会というのがご

ざいます。そちらの会長のところに、医師確保に

ついて、またあと今の三友堂と米沢市立病院の連

携について御支援いただきたいということで、市

長と米沢市医師会長と私とでお願いに参ったと

いうことが昨年末にございます。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） やはり３大学病院の特

に医局に、渡邊事業管理者、そして中川市長、市

長も大変だろうけれども、ぜひ山大だけでなくて

東北大、福島大にも行って、当面医師を派遣して

もらう、それをお願いしてもらいたいと、一緒に

活動してもらいたいと思うんですが、その点いか

がなものでしょうか。 

○海老名 悟議長 中川市長。 

○中川 勝市長 医師の確保については、いずれに

しましても市立病院、市内の病院やほかの総合病

院も同じ現状にあるというふうに認識をしてお

ります。そういったことで、医師の確保が地域の

医療を守っていくということになりますので、た

だいま病院管理者からお話ありましたように、昨

年暮れには、そういったことで山大医学部の先生

としっかりとお話をさせていただいております

し、また当然県の後押しもあったことも事実であ

ります。そして、その後、東北大学医学部、福島

大学医学部というお話がありました。米沢はもと

もと福島大学医学部との連携もあったというふ

うに私は聞いておりますし、また病院管理者、そ

して医師会長も、そして先日お伺いしました山大

の先生も東北大学医学部の御出身でありますの

で、そういった連携というのは私はとっていける
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ものだというふうに思っておりますので、現場の

声、そういった段取りも踏まえて、私としまして

は、福島大に行くことも、東北大学に行くことも、

さらに山大医学部との連携も強めていくことに

今後とも努力はしてまいりたいと、このように考

えております。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） ぜひよろしくお願いを

いたします。 

  ちょっとだけ時間がありますので、もう１点だ

けお聞きをします。公共施設の関係ですけれども、

来年度上郷コミセンを建てるのに単独で建てる

という方向でなっていくようですが、どういう中

身で検討したんですか。 

○海老名 悟議長 船山教育管理部長。 

○船山弘行教育管理部長 先ほどの答弁にもありま

したが、実施計画と公共施設等総合管理計画、並

行していった関係で、なかなか公共施設等総合管

理計画で想定している検討の方法とは大分違っ

ていたというのは事実でありますが、当然コミセ

ンをまず各地区１館を建てていきたいという思

いの中で、まず更新時期を迎える上郷コミセンを

建てたいと。その中で、上郷地区で公共施設があ

るものについては、学校、あと児童館がまず複合

化の工法としては考えられたというふうに思い

ます。学校のほうについては、児童生徒数がまだ

多いということもあって、空きスペースを考える

場面ではないということがまず大きかったと思

います。あと児童センターのほうについては、ま

ず築年数もあると。今後の少子化の問題も当然あ

るとは思いますが、まだ建てかえの時期ではない

ということを踏まえて、学童保育についてもその

ままの形でやりたいという認識がおありでした

ので、そのことを踏まえて単独で行くしかないだ

ろうという判断になったということです。 

○海老名 悟議長 以上で、市民平和クラブ、24番

我妻德雄議員の代表質問を終了いたします。 

 

 

 

  散    会 

 

○海老名 悟議長 以上で本日の日程は終了いたし

ました。 

  本日はこれにて散会いたします。 

  御苦労さまでした。 

 

  午後 ４時２０分 散  会 

 


